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第12回春季大会（6月4日） 
開催場所変更(JICA研究所)の 
お知らせ 
大会組織委員長 
第 12 回春季大会実行委員長 
高橋 基樹 
 国際開発学会第 12 回春季大会は、埼玉大学での開催
を予定しておりましたが、東日本大震災の影響による
やむを得ない事情により、開催場所を変更させていた
だくこととなりました。下記のように新しい開催場所
は、国際協力機構（JICA）研究所になりますので、ご
連絡申し上げます。 
記 
国際開発学会第 12 回春季大会 
開催年月日： 2011 年 6 月 4 日（土） （変更なし） 
新しい開催場所：国際協力機構（JICA）研究所 
東京都新宿区市谷本村町 10-5 
（http://jica-ri.jica.go.jp/ja/about/access.html ご参照） 
 
埼玉大学では大震災に伴う授業スケジュールの大幅
調整等追加的対忚が必要となったために、本学会春季
大会の開催のための十分なスペースを供与することが
困難な見込みとなりました。 
以上の事情により、埼玉大学として、春季大会を安
全・円滑に実施できる状況にないと判断し、開催を断
念したいとの申し出がありました。 
この事態を受けて、学会大会組織委員会として慎重
に善後策を検討し、各方面ともご相談した結果、国際
協力機構のご厚意により、代わりの開催場所を同機構
研究所に変更させていただくことになりました。開催
場所の変更により、会員の皆様にご不便・ご迷惑が生
ずる場合もあるものと存じます。ここに深くお詫び申
し上げます。会員のご不便を最小限に抑えるため、都
心で開催することといたしました。なにとぞご理解、
ご協力のほどお願い申し上げます。 
 開催場所の変更に伴い、新たに本大会実行委員に学
会大会組織委員長（高橋基樹）が就き、大会実行委員
会の事務局長は埼玉大学の飯島聰会員に引き続きお願
いすることとなりました。 
 なお、以上の他は変更ありません。報告要旨論文の
提出先・締切期日、大会メールアドレス等も変更はあ
りません。期日までのご提出をお願いいたします。 
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理事候補者の選挙について 
 
選挙管理委員長 
磯田 厚子 
 
すでにお手元に届いていると思いますが、「国際開発
学会定款」第 10 条ならびに同学会「理事候補者選挙
規定」第２条第１項第１号による理事候補者の選挙を、
下記の通り行います。期日までに、所定の投票用紙な
らびに返信封筒を用いた投票をよろしくお願いいたし
ます。 
★『被選挙者一覧と投票用紙』を、3 月 26 日(金)に発
送しましたが、万が一、先般の大震災の関係で受け取
っていない場合は、下記、選挙管理委員会までお尋ね
ください。 
 E-mail tp80@eiyo.ac.jp  電話：049-284-9502 
（国際協力学研究室） 
★送付物記載の締切日の年が誤っておりました。下記
の通り本年 2011年です。お詫びして訂正いたします。 
記 
１．選挙 
 選挙の期間：投票用紙を受け取った日から 2011
年５月７日(土)まで。 
 選挙の方法：選挙管理委員会より郵送された投票用
紙による。 
記入した投票用紙は、『女子栄養大学国際協力学研究
室内 国際開発学会選挙管理委員会』まで郵送して下
さい。国外在住の方以外は、同封の返信用封筒を使っ
て下さい。2011 年 5 月７日午後 5 時の消印があるも
のまでを有効とします。選挙にあたり、下記の事項に
則って実施しますので、ご確認下さい。なお投票用紙
は、二重投票を避けるため、再発行は致しませんので、
紛失しないよう、ご注意下さい。以上 
【理事候補者の選考における確認事項】 
１．今回の選挙は、2011年11月1日から2014年10月30
日までの任期３年の理事候補を選ぶものである。 
２． 選挙は、10名以内の連記とし、無記名投票とする。 
３．投票の得票数は、原則として公表しない。 
４．投票による理事候補者（1 号理事候補者）の選出
は、理事定員の 3 分の 2 とし、得票数の上位から順
次決めるものとする。残る 3 分の 1 の候補者（2 号
理事候補者）については、選挙で新たに選出された
理事候補者と現理事が協議し、定款 10 条および選
挙規定第 3 条に従い、分野や地域などが偏らないよ
うに理事候補者を選出する。 
５．理事に選ばれることの出来る者は正会員に限る。
正会員氏名については、同送した「国際開発学会理
事被選挙権者名簿」を参照のこと。この被選挙者は、
2011年2月28日現在の会員名簿にもとづくもので、
所属先は会員の申し出によるものである。所属先は
機関名のみを原則とし、同機関の表記は統一した。
変更届がない場合には以前の所属となっている。学
生会員から正会員への資格変更届けがない場合は、
被選挙者名簿への掲載はない。 
６．名簿にある会員が、2 月末以降開票までに退会し
た場合や学生会員となった場合でも、再選挙はしな
い。但し、当該者の得票は無効とする。 
７．開票は、選挙管理委員会が行う。 
８．次に挙げる投票は、無効とする。 
⑴ 選挙管理委員会印のない用紙による投票 
⑵ 11 名以上を記入したもの 
⑶ 同じ氏名を 2 回以上記入したもの 
⑷ 被選挙人名簿にない名前や異なる名前等を記入
したもの、並びに判読できないもの 
⑸ 白票 
９．会長は理事候補者に対して、次期理事就任の承諾
を得る。 
10．理事候補者が理事就任を受諾できない理由がある
場合などに備え、理事会は新理事候補者と協議して、
1 号理事候補者、2 号理事候補者それぞれに複数の
補欠候補を選び、順位をつけた名簿を用意する。会
長はその名簿に基づいて順次理事就任承諾の確定作
業を行う。 
11．会長は、新理事候補者名簿を理事会に諮った上で、
2011年11月26日に開催される会員総会に提出し、
了承を得るものとする。 
以上 
  国際開発学会 選挙管理委員会（委員は 50 音順） 
    委員長   磯田 厚子(女子栄養大学) 
    委 員   荒木美奈子（お茶の水女子大学） 
    委 員    大橋 正明（恵泉女学園大学） 
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   委 員(幹事) 穂坂 光彦(日本福祉大学) 
    委 員(幹事) 松井 範惇(帝京大学) 
 
 
2011年度国際開発学会賞 
作品公募のお知らせ 
 
賞選考委員長 
下村 恭民 
 
2011年度の学会賞の候補作品を公募します。2009
年1月1日から2010年12月31日までの間に公表された、
国際開発学会員の著作または学術論文が、学会賞の対
象となります。忚募される方は、自薦・他薦を問いま
せんので、5月1日から6月30日まで（当日消印または
発送記録のあるものまで有効）の期間に、対象となる
本または論文各5部（オリジナル1部、他はコピーで可）
を、下記の学会賞選考事務局宛に送付してください。
1000字程度の推薦理由を付した会員の推薦状（自薦・
他薦を問いません）を同封してください。 
学会賞の忚募作品および対象期間中に『国際開発研
究』に掲載された研究論文・研究ノート・調査研究報
告を対象として、「優秀賞」「奨励賞」「特別賞」の審査
を行います。詳細については、下記の「国際開発学会
賞選考内規」をご覧ください。 
国際開発学会賞選考事務局 
〒184-0005 東京都小金井市桜町 1－2－43 
下村 恭民 
電話：042－384-4380 
FAX：042－388-0110 
E-mail: y-shimomura@movie.ocn.ne.jp 
 
国際開発学会賞選考内規 
１．会員の研究を奨励し、研究成果の顕彰並びに広報
を目的として「国際開発学会賞」（以下、「学会賞」
と言う）を設ける。審査対象は、国際開発にかかわ
る諸問題に関する研究 成果をとりまとめて公表さ
れた文献（著作、論文など）とし、卖独研究・共同
研究の別を問わない。使用言語は日本語または英語
とする。 
２．学会賞に「優秀賞」「奨励賞」「特別賞」を設ける。 
３．優秀賞は、国際開発の分野で新しい知見を示し、
国際開発研究の進歩に貢献するような作品を対象と
する。 
４．奨励賞は、若手研究者及び実務家による業績で、
優秀賞には及ばないが、優れた将来性のある作品を
対象とする。 
５．特別賞は、学術研究としての完成度という点で、
優秀賞・奨励賞に比べ必ずしも十分ではないが、独
創性・先見性・将来性などの基準に照らして何かき
らりと光るものがあり、賞揚に値するもの、もしく
は国際開発学会に対する貢献が顕著と考えられる作
品を対象とする。 
６．対象文献の執筆者は、国際開発学会の会員である
ことを要し、共同研究の場合には、为たる執筆者が
会員であれば審査の対象となる。 
７．学会賞の選考は年 1 回とし、審査対象文献は、(a)
前々年の 1 月 1 日から前年の 12 月 31 日まで（2 年
間）に公表され公募に忚募した著作・論文、及び(b)
当該期間に『国際開発研究』に掲載された研究論文
（原著論文および総説）・研究ノート・調査研究報告
とする。公募に対する忚募者は、別途定める忚募期
間内に、所定の宛先に、当該著作 5 部（原本 1 部、
残りはコピーで可）を送付すること。自薦・他薦を
問わない。 
８．学会賞委員会は、忚募のあった著作・論文及び『国
際開発研究』に掲載された研究論文・研究ノート・
調査研究報告の内容を審査した上で学会賞各賞候補
を決定し、その結果を会長に報告する。学会賞委員
会委員長は、必要に忚じ、同委員会の委員以外の者
に意見を求め、審査を依頼することができる。 
９．会長は、審査結果を常任理事会、理事会に諮り、
学会賞各賞の決定を行う。学会賞の表彰は、国際開
発学会全国大会総会において行う。 
 
 
震災に際してお見舞いを申し上げます 
 
会長 西川 潤 
 
この度の東北関東大震災は、わが国のみならず世界的
にみても、まれに見る大惨事となり、悲痛な思いです。 
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被災された会員の皆様には心よりお見舞い申し上げ
ます。万一、亡くなられた方がいらっしゃいましたら、
心から哀悼の意を表させて頂きます。 
ライフライン等の障害で不自由な生活をされている
方、避難所生活をされている方、そして孤立されてい
る方、それぞれの方に、一刻も早い支援の手が差し伸
べられますことを祈念しております。 
 本学会としましては、この未曾有の非常時に対忚す
るため、本部事務局長が中心となり、以下の対処を行
いました。先ずは執行部が機能することが大事と考え、
理事の安否確認を行いました。常任理事会メンバーに
ついては、全員の無事が確認でき、理事・監査役につ
きまして 
も大半の方の無事が確認されております。 
また、会員の皆様への非常時緊急連絡用びメーリン
グリストを立ち上げました。 
国際開発に携わる私たちにとって、緊急救援や復興
は重要な課題です。 
今後、被害にあわれた会員の皆様への対忚、また、
学会としての社会的貢献がどのように可能か、理事会
等で検討させて頂きたく考えております。 
 末筆ですが、被災者の救援と一日も早い復興、そし
て会員の皆様のご無事を心よりお祈り申し上げます。 
 
 
東北関東大震災への対応について 
 
本部事務局長 
野田 真里 
 
この度の東北関東大震災は、わが国のみならず世界
的にみても、まれに見る大惨事となり、悲痛な思いで
す。被災された会員の皆様および多くの方々に対し、
心よりお見舞い申し上げます。 
 本学会としましては、この未曾有の非常時に対忚す
るため、本部事務局が中心となり、常任理事会、理事
会が迅速に以下の対忚を行ってまいりましたので、ご
報告申し上げます。 
第 1 に、先ずは執行部が機能することが大事と考え、
本部事務局が理事の安否確認を行いました。おかげさ
まで全員の無事が確認できました。 
 第 2 に、「非常時緊急連絡用メーリングリスト
（JASID-Emergency ML）」を本部事務局が立ち上げ
ました。これは、本部事務局から会員の皆様に緊急重
要情報を直接お伝えするもので広報委員会が配信して
いる JASID-News の機能を非常時において補完する
ものとなっております。 
第 3 に、西川潤会長から皆様へのお見舞いのメッセ
ージを発信させていただきました。本号ニューズレタ
ーにも掲載させていただいておりますので、ご覧くだ
さい。 
 第 4 に、「国際開発学会掲示板（JASID-BBS）」を
本部事務局が立ち上げ、会員間の自由な情報交換の場
として提供することとなりました。これは、震災支援
等の情報を会員がスピーディに相互に交換したいとい
う ニ ー ズ に こ た え る も の で す 。
http://jasid.bbs.fc2.com/JASID-EML お よ び
JASID-BBS（後述）の使用法や他の学会メディアとの
位置づけ等につきましては第 99 回常任理事会議事録
をご覧ください。 
 第 5 に、”Multi-lingual Information Sources of  
Tohoku-Kanto earthquake"を、被災された外国人会
員や外国人の皆様のために、本部事務局（担当スタッ
フ：小島千佳）が作成し、発信しました。 
第 6 に、震災による埼玉大学大会実行委員会の第 12
回春季大会の開催辞退にともない、高橋基樹副会長・
大会組織委員長が中心となり、代替となる会場確保、
実行委員会の立ち上げおよび人員の確保等の対忚を行
っております。 
第 7 に、「災害と国際協力」に関する共通論題を、
高橋基樹副会長・大会組織委員長が中心となり、第 12
回春季大会で持つこととなりました。 
第 8 に、被災された会員への学会費免除措置につき、
先般開催された第100回常任理事会でこれを行うこと
を協議し、理事会に諮ることとなりました（議事録に
つき未確定のため、次号ニューズレターでの掲載を予
定）。詳細につきましては、決定し次第、お知らせいた
します。 
最後になりますが、震災からの一日も早い復興を祈念
するとともに、今後とも本学会としてできることを会員
の皆様と共に考え、実践してまいりたいと存じます。 
－ 5 － 
定款の改定について 
 
常任理事（総務担当） 
磯田 厚子 
 
12 月に開催されました第 21 回全国大会総会（2010
年 12 月 4 日開催）にて、国際開発学会定款が下記の
通りに改定（下線部分）されましたので、報告いたし
ます。 
今回の改訂は本学会の20年の歴史のなかで、会員の
急増等の本学会の発展、本学会をとりまく環境の変化
およびこれらに対忚する会務運営上の改善のための大
幅な改定となったため、全文を掲載いたしました。改
訂箇所は下部線に示した通りです。为な改正点は、a.
第３条（目的）を学会としてより社会的意義のある表
現に、b.第７条(入退会)に、内規として実施されてきて
いる会費未納による退会と本人死亡を明記、c.第９条
（役員）に事務局長を加筆、d.旧第10条（役員の選出）
旧第11条（理事の選出）の記述を分かりやすい順序・
表現に整理、e.第12条に事務局長の役割を明確化、f.
第13条として慣習的に実施していた会の運営につい
て条文化などです。その他は文言の明確化などで修正
しました。 
 
国際開発学会定款（2011年12月4日改定版） 
（名称） 
第１条 本会は国際開発学会と称する。本会の英語名
は 、 The Japan Society for International 
Development（JASID と略称）とする。 
（本部事務局） 
第２条 本会の本部事務局は、会長が所属する機関
または会長が指定する場所に置く。 
（目的） 
第３条 本会は会員相互の交流と協力並びに国内、国
外の関係学会、協会および研究機構との連携によっ
て、国際開発研究の発展と普及を図ると共に開発教
育を推進し、もって世界の開発課題に貢献すると
共に、開発協力に関する国民の理解、参加の増進
を図ることを目的とする。 
（事業） 
第４条 本会は第３条の目的を達成するために、次の
事業を行う。 
⑴ 国際開発に関する研究調査 
⑵ 国際開発に関する学術講演会、研究会、シンポ
ジウム、講演会、現地見学などの開催並びに研究
人材養成 
⑶ 国際開発研究の国際的学術交流 
⑷ 開発教育の計画および実施 
⑸ 学会誌、ニューズレター、出版物の刊行 
⑹ 国際開発研究に関連する国内外の研究活動や会
議などに関する情報の収集と伝達 
⑺ 研究の援助、奨励および研究業績並びに会務に
対する功績の表彰 
⑻受託研究、その他本会の目的を達成するために必
要な事業 
（会員） 
第５条 本会は、次の会員を持って組織する。 
⑴ 正 会 員 本会の目的に賛同する個人 
⑵ 学生会員 本会の目的に賛同する大学院生およ
び学部学生 
⑶ 賛助会員 本会の目的・事業を賛助する法人ま
たはその他の団体 
⑷ 名誉会員 国際開発の分野において特に功績の
あった個人で、総会の議決によって
推薦される者 
（入退会） 
第 6 条 会員になろうとする者は、正会員２名の推薦
により所定の入会申込書を提出し、理事会の承認を
受けなければならない。 
第 7 条 会員は、次の理由により資格を失う。 
⑴ 本人が書面によって退会を申し出たとき 
⑵ 会費の滞納（累計 3 年以上）により理事会が退
会を適当と認めたとき 
⑶ 本会の名誉を傷つけ、または本会の目的に反す
る行為をしたことにより、理事会が退会を相当と
決定したとき 
⑷ 本人が死亡したとき 
（会費） 
第 8 条 会員は、総会の認めるところにより会費を納
入しなければならない。納入した会費は理由を問わ
ず返却しない。 
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（役員） 
第 9 条 本会に次の役員を置く。会長１名、副会長２
名、本部事務局長 1 名、常任理事若干名（正副会長、
本部事務局長を含む）、理事 30 名、監査役２名。 
２ 役員の任期は３年とし、再任を妨げない。ただし、
会長の継続する任期は１期とする。 
３ 学会運営の必要上、幹事若干名を置くことができ
る。任期は理事に準ずる。 
（理事の選出） 
第 10 条（旧第 11 条）  理事の選出は正会員による選
挙を为とし、これに地域的、分野的要素などを配慮
して偏りのない構成を目指す。 
2 理事は正会員から選出される。 
3 選出手続きならびに選挙規定は別に定める。 
（役員の選出） 
第 11 条（旧第 10 条） 会長・副会長・常任理事は理
事会において互選により決め、会員総会の承認を
得る。 
２ 本部事務局長は会長の委嘱により、理事会、会
員総会で承認する。 
３   監査役は理事会が選考し、会員総会で承認す
る。 
４  幹事は理事会が決め、会長が委嘱する。 
第 12 条（役員の任務） 会長は本会を代表してその会
務を総括し、理事会及び常任理事会の議長を務め
る。 
２ 副会長は会長を補佐し、会長の不在あるいは事
故のある時にその職務を代行する。 
３  本部事務局長は、会長、副会長を補佐し、理事
会、常任理事会の一員として、事務局を統括し、
日常の会務を執行する。 
４  常任理事は会長、副会長とともに常任理事会を構
成し、日常の会務を執行する。 
５ 理事は理事会を構成し、本会の組織運営、会員総
会へ提出する議題、定款の改廃などに関わる事項の
審議を行う。 
第 13 条（会の運営） 会の運営は定款による。理事
会は定款細則を定めることができる。 
２ 常任理事会による会務の執行は、「会務執行要
領」により行なうこととし、執行要領の改訂は常
任理事会にて決定し、理事会に報告するものとす
る。 
（会員総会） 
第 14 条（旧 12 条） 本会に正会員と学生会員によっ
て構成する会員総会を置く。 
２ 会員総会は次の事項の議案の承認と決議を行う。 
⑴ 事業計画及び事業報告に関すること 
⑵ 予算、決算に関すること 
⑶ 役員の選出に関すること 
⑷ 定款の変更等に関すること 
⑸ その他理事会で審議したこと 
３ 会員総会は通常毎年１回開催し、臨時総会は理事
会が必要と認めたとき会長が召集する。 
４ 会員総会の成立には会員の 10 分の１以上の出席
を必要とし、委任状による議決権の行使を認め
る。 
５ 会員総会の議決には、出席会員の過半数を必要と
する。 
（支部） 
第 15 条（旧 13 条） 本会は、その目的達成のため、
理事会の議決を経て支部を設ける。支部の運営に
関しては別に定める。 
（研究部会） 
第 16 条（旧 14 条） 本会は、その目的達成のため、
理事会の議決を経て研究部会を設ける。研究部会の
運営に関しては別に定める。 
（会計） 
第 17 条（旧 15 条） 本会の経費は、会費、寄付金、
その他の収入をもって充てる。 
２ 本会の会計年度は、毎年 11 月 1 日から翌年 10 月
31 日とする。 
３  本会の会計処理は、会計委員会が責任を持ち、本
部事務局がこれに当たる。会計委員会は理事会に毎
年度の会計報告を行うと同時に、監査役の会計監査
を受けなければならない。 
４ 監査役は、会員総会に会計監査報告を行い、承認
を受けなければならない。 
（定款の改正） 
第 18 条（旧 16 条） この定款を改正するときは、理
事会での審議を経て、会員総会の承認を得なければ
ならない。 
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 附 則 
１ 本定款は、平成２（1990）年２月７日から施行す
る。 
２ 本会設立当初の会員は、第６条の規定にかかわら
ず、別紙会員名簿とする。 
３ 会の役員の任期は、第９条第４項の規定にかかわ
らず平成2年2月7日から同年12月31日までとする。 
 附 則（平成3（1991）年11月30日一部改正） 
本定款は、平成3（1991）年11月30日から施行する。 
 附 則（平成5（1993）年11月30日一部改正） 
本定款は、平成5（1993）年11月30日から施行する。 
 附 則（平成11（1999）年11月27日一部改正） 
本定款は、平成11（1999）年11月27日から施行する。 
 附 則（平成12（2000）年12月２日一部改正） 
本定款は、平成12（2000）年12月２日から施行する。 
 附 則（平成15（2003）年11月29日一部改正） 
本定款は、平成15（2003）年11月29日から施行する。 
 附 則 （平成16（2004）年11月27 日一部改正） 
本定款は、平成16（2004）年11月27日から施行する。 
附 則 （平成19（2007）年11月24 日一部改正） 
本定款は、平成19（2007）年11月24日から施行する。 
附 則（平成21（2009）年11月24日一部改訂） 
 附 則 （平成22（2010）年12月4日一部改正） 
本定款は、平成22（2010）年12月4日から施行する。 
 
定 款 細 則 
 
（総則） 
第１条 本会の運営は、定款及び本細則による。 
（会費） 
第２条 本会の会費については、次のとおりとする。 
⑴ 正会員（先進国会員）  年額   10,000 円 
   同 （途上国会員）   同    5,000 円 
⑵ 学生会員               同      5,000 円 
⑶ 賛助会員   一口   100,000 円（一口以上） 
⑷ 名誉会員                      免除 
（各種委員会） 
第３条 本会の運営の効率化と円滑化を図り、研究成
果の向上と会員の積極的参加を図るために以下の委
員会を設ける。カッコ内は大凡の所掌事項。 
⑴ 企画運営委員会（学会活動の基本方針の審議、
事業全般の企画・推進、支部・研究部会活動等の
掌握並びに学会全体の管理運営と調整等） 
⑵ 国際交流・渉外委員会（対外活動、募金活動等
の企画と総括） 
⑶ 会計委員会（予算の執行、会計処理及び報告） 
⑷ 大会組織委員会（全国大会等の企画運営） 
⑸ 学会誌編集委員会（学会誌の編集、発行） 
⑹ 広報委員会（ニューズレターの発行等の広報活動） 
⑺ 選挙管理委員会（理事の選挙等の管理と実施） 
⑻ 賞選考委員会（学会賞等の審査と表彰） 
（細則の改正） 
第４条 この細則を改正するときは、理事会の審議と
会員総会の承認を要する。 
 
  附 則 
この細則は、平成2（1990）年2月7日から施行する。 
  附 則 （平成11（1999）年11月27日一部改正） 
この細則は、平成11（1999）年11月27日から施行する。 
附 則 （平成12（2000）年12月2日一部改正） 
この細則は、平成12（2000）年12月2日から施行する。 
附 則 （平成16（2004）年11月27日一部改正） 
この細則は、平成16（2004）年11月27日から施行する。 
 
 
支部・研究部会の活動報告 
 
東海支部 
 
支部長 アーナンダ・クマーラ 
（鈴鹿国際大学） 
 
 国際開発学会東海支部（JASID-Tokai）2011 年度
第２回研究会を次のとおり開催いたします。 
○ 題名：日本の国際協力活動と青年海外協力隊(仮) 
○ 内容：シンポジウム（参加型ワークショップを含
む）研究者、JOCV 元隊員、その親などに話題提
供してもらい、参加者同士で議論できるワークシ
ョップを取り入れる予定。 
○ 共催（予定）：シウダック、JASID 東海、三重県
協力隊を育てる会（MIESOーJOCV) 
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○ 日時：7 月 9 日（土）13：30～16：00 
○ 場所：鈴鹿国際大学 文化ホール  
国際開発学会東海支部事務局（JASID-Tokai 
Secretariat）連絡先 
E-mail: jasidtokai@yahoo.co.jp 
支部事務局長：伊藤かおり
http://www.gsid.nagoya-u.ac.jp/ito/jasid_tokai.html 
名古屋大学大学院国際開発研究科 
准教授  伊東早苗（副支部長）研究室気付 
Tel:052-789-4977 Fax:052-789-4977 
＊ JASID 東海では報告者を公募しています。本支部
の報告はレフリー付きです。 
＊ 支部会員のかたで、メールアドレス、ご所属、ご
連絡先等変更の場合は事務局までご連絡ください。 
 
「島嶼社会の振興開発と内発的発展」 
 
为査：松島 泰勝（龍谷大学） 
 
2011 年 3 月 5 日（土）午後 2 時から 6 時まで沖縄
大学大講義室において、シンポジウム「琉球と東アジ
ア文化圏をつなぐもの―「自治」と民際学－」を開催
した。本シンポは国際開発学会「島嶼社会の振興開発
と内発的発展」部会の为査である松島泰勝が为催者に
なるとともに、本部会の内容とも深く関わっているた
め、ニューズレターにご報告申し上げる。はじめに为
催者として松島泰勝（龍谷大学）が趣旨説明を行い、
緒方修氏（沖縄大学）を総合司会としてシンポが始ま
った。最初に「沖縄と自治」というテーマで基調講演
を片山善博総務大臣が行い、「復帰前」の琉球政府が自
治権確立のモデルになるとし、沖縄における行政自治
の可能性について論じた。次に仲地博氏（沖縄大学）
が司会となり、松島泰勝（島嶼経済論）、大城立裕（作
家）、佐藤優（作家、元外務省为任分析官）、王柯（神
戸大学、国際関係論）がそれぞれ自治・独立、東アジ
ア文化圏、米軍基地問題、振興開発、日米関係、民族
問題等について問題提起を行った。海勢頭豊（琉球の
平和ミュージシャン）の唄と話を挟んで全体討論、会
場からの質問へ回筓、全体のまとめを行った。シンポ
の概要は次の通りである。沖縄が日本に「復帰」して
2011 年で 39 年となる。その間、沖縄は経済自立が実
現せず、むしろ振興開発とリンクする形で米軍基地が
押し付けられ、国に大きく依存するようになった。普
天間基地の「県外移設」という公約も破られ、日本政
府は辺野古新基地を建設しようとしている。琉球はか
つてアジア諸国と交易を行った海洋国家であり、東ア
ジア文化圏の諸地域と多くの歴史的、文化的共通性を
持っている。国境を越えて民と民とが直接的な関係を
結び、琉球の人々が東アジア地域の自治的自覚をもっ
た人々とつながり、琉球文化（特に言語）を土台に自
治を実現すれば、現在、琉球が直面している閉塞状況
を打破できる。琉球の問題を真剣に考え、将来の方向
を決めることができるのは一人一人の琉球人である。
国民国家を越えて東アジアにおける自治、民为为義を
確立すべきである。本シンポは琉球・沖縄の自治・自
立・共生を考える激しい議論の場となった。 
 
『障害と開発』研究部会 
 
事務局代理：千葉 寿夫   
（日本財団 国際協力グループ） 
 
本原稿執筆中に東北関東大震災が発生致しました。
被災されたみなさまに、心よりお見舞い申し上げると
ともに、不幸にも亡くなられた多くの方々に対し、心
よりお悔やみ申し上げます。 
障害者は、震災時に必要な情報が手に入らなかった
り、移動に困難を抱え避難もままならなかったりと多
くの問題を抱えています。そこで、障害当事者団体や
支援団体は、阪神淡路大震災等の教訓を生かし、障害
者を支援する救援本部を震災後直ぐに設立。日本障害
者フォーラムが全体の活動を取りまとめ、被災地の障
害者支援に一致団結して取り組むことを決めました。
他にも国際協力に携わる様々な団体も復興支援へのコ
ミットメントを打ち出しているところ、今後の復興支
援においても障害者や高齢者に配慮された開かれた開
発が進むことを願います。国際開発研究にたずさわる
私たちは、その専門性と社会的役割を自覚し、この状
況に積極的に関与していけるよう議論を進めていきた
いと思います。 
さて「障害と開発」研修部会も今年で 2 年目を迎え
ました。昨年の 3 回の研究会は全て東京で実施された
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ため、今年は、東京、名古屋、大阪で一度ずつ開催し、
東海、関西地区の方とも協力して研究を進めたいと思
っております。また、名古屋では、開発学会東海支部
との共同開催を検討しています。 
2008 年に発効した障害者の権利条約も 2011 年 3 月
で 99 カ国が批准しています。世界銀行や国連専門機
関、USAID や JICA、また国際 NGO 等においても、
障害のメインストリーム、つまり、開発分野に障害者
を取り入れて行く動きが活性化しています。 
「障害と開発」研究部会は、このような国際情勢も
鑑み、障害者を取り入れた開発事例が広く普及するこ
とを願い活動を進めてまいります。研究会の具体的な
日程等、決まり次第、国際開発学会メーリング・リス
トで皆様には詳細をお知らせしたいと考えております。
多くの会員諸兄諸姉のご参加、積極的な議論を期待し
ております。 
 
院生部会 
 
为査 堀 佐知子(東京大学大学院) 
 
■次期執行メンバーの紹介 
第 14 期執行メンバーは任期を終了し、第 15 期に交
代致します。 
第 14 期は以下の 6 名で運営させて頂きました。 
为査 堀佐知子（東京大学大学院新領域創成科学研究
科修士課程）、副为査 丸岡聡（同上）、東淳司（同上）、
佐藤壮夫（同上）、只野幸奈（横浜市立大学大学院都市
社会文化研究科修士課程）、金巻あゆか（東京大学大学
院農学生命科学研究科修士課程）。 
第 15 期は以下の 6 名で運営させて頂きます。 
为査 竹前由美子（東京大学大学院新領域創成科学研
究科修士課程）、副为査 高橋雪子（同上）、菊池真理子
（同上）、村松彩（同上）、湯谷啓明（同上）、藤田真美
（東京大学総合文化研究科修士課程）。 
第 14 期執行メンバー一同、国際開発学会関係者の
皆様、大学院生部会 OB・OG の皆様に大変お世話に
なり、充実した研究会を重ねることができました。こ
の場を借りてお礼申し上げます。 
今後とも大学院生部会の活動へのご参加・ご協力を、
何卒よろしくお願い致します。 
 
○●○●○●○●○●○●○●○●○●○● 
 
 以下の支部・研究部会からは報告がありませんでし
た。 
広島支部・関西支部・「国際環境協力」研究部会 
 
 
2010年度収支報告について 
 
会計委員長 勝俣  誠 
本部事務局長 野田 真里 
2010 年度（2009 年 11 月 1 日～2010 年 10 月 31 日）決算報告 
（単位：円） 
収   入 支   出 
1  会費※ 13,485,630   1 企画運営委員会 675,552 
  全体 （1456口） 
 
  a.    委員会運営費 0 
   正会員（1251口×10,000） 
 
  
b. 
   研究部会・支部助成金 
   120000×5研究部会・3支部 
675,552 
    
 
  
   学生会員 （205口×5,000） 
 
事 2 20周年記念事業委員会 3,481,671 
2  学会誌販売等 156,731   a.    委員会運営費 136,706 
a. 学会誌販売（1500円×6冊） 9,000   b.    20周年記念シンポジウム 499,840 
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b. 学会誌抜きずり印刷立て替え分 144,135   c.    若手研究者の国際交流・人材育成支援 467,090 
c. 雑費 3,596   d.    予備費 0 
c-1. 利子 2,472   e. 
   開発研究の方法論の再検討  
   フィールド調査のあり方を問い直す 
500,000 
c-2. 寄付 1,124 業 f.    英文図書発行 377,400 
    
 
  g.    国際開発学会 20年史 1,500,635 
    
 
  3 国際交流渉外委員会 92,470 
    
 
  a.    委員会運営費 0 
      
 
b.    国際交流費 92,470 
    
 
  4 大会組織委員会 2,424,031 
    
 
  a.   委員会運営費 148,220 
    
 
費 b.   春季大会助成金 (第 10回・北海道大学) 775,811 
    
 
  c. 
  全国大会助成金  
  (第 20回・立命館アジア太平洋大学) 
1,500,000 
    
 
  5 学会誌編集委員会 4,577,849 
    
 
  a.    委員会運営費 716,500 
    
 
  b.    学会誌編集業務委託費 3,861,349 
    
 
  6 広報委員会 2,352,310 
      
 
a.    委員会運営費 1,069,230 
    
 
  b.    ニューズレター費 1,283,080 
    
 
  7 賞選考委員会 92,800 
      
 
a.   委員会運営費 92,800 
      
 
b.   学会賞 0 
  
*口数に会費を乗じたものと収入会費の合計が一
致しないのは、クレジットカード入金に伴う手数料
控除や不足金などの処理のため 
    小計 13,696,683 
    1 事務委託経費 1,335,296 
  
 
2 学会本部 2,877,793 
  事 a.    学会本部運営費 1,614,153 
    
 
  a-1      学会本部経費(人件費・手数料） 1,270,386 
    
 
務 a-2      通信費 113,440 
    
 
  a-3      事務用品費 145,849 
    
 
費 a-4      印刷費 84,478 
    
 
  b.    会議費 322,950 
    
 
  c.    交通費（含：宿泊費） 940,690 
    
 
  3 会計委員会 240,000 
    
 
  a.    委員会運営費（含：会計事務費） 240,000 
    
 
  4 名簿作成費 463,790 
            4,916,879 
計 13,642,361 計             18,613,562 
前年度繰越金 21,289,938 
予備費（翌年度繰越金） 20,461,028 特別活動基金から 20周年記念事業への
充当 
4,142,291 
合計 39,074,590 合 計 39,074,590 
       
＊2010 年度決算報告の内容に関する説明は、第 21 回総会議事録をご覧ください。 
  また、第 55 回理事会、第 97 回常任理事会議事録の該当箇所もご参照ください。 
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2011年度予算計画について 
 
会計委員長 勝俣  誠 
本部事務局長 野田 真里 
2011 年度（2010 年 11 月 1 日～2011 年 10 月 31 日）予算計画 
（単位：円） 
  収   入 支   出 
1  
会費全体 1,900人 
(支払い見込み 1,482 口 78%) 
13,680,000   1 企画運営委員会 720,000 
  
 正会員 1520人 
(支払い見込み 1216口,80%) 
12,160,000   a.   委員会運営費 0 
  
 学生会員 380人 
（支払い見込み 304口,80%） 
1,520,000    b. 
  研究部会・支部助成金 
   (120,000×3研究部会･3支部） 
720,000 
    賛助会員 0口×100,000 0  事 2 20周年記念事業委員会 6,470,000 
2  
学会誌販売等 
(1500 円×8 冊) 
12,000   a.   委員会運営費 100,000 
    
 
  b.   英文図書刊行 2,120,000 
    
 
業 c. 
  2010年全国大会イベント 
   20周年記念シンポジウム 
1,850,000 
        d.   若手研究者の国際交流・人材育成支援 1,400,000 
      費 e. 
  開発研究の方法論の再検討 
    フィールド調査のあり方を問い直す 
0 
    
 
  f.   国際開発学会 20年史 900,000 
        g.   予備費 100,000 
        3 国際交流･渉外委員会 1,060,000 
        a.   委員会運営費 0 
        b.   国際交流費 1,060,000 
        4 大会組織委員会 4,000,000 
        a.   委員会運営費 250,000 
        b.   春季大会助成金(第 11回埼玉大学） 750,000 
        c.   全国大会助成金(第 21回早稲田大学） 1,500,000 
    
 
  d.   全国大会助成金(第 22回名古屋大学） 1,500,000 
        5 学会誌編集委員会 4,595,150 
        a.   委員会運営費 979,400 
        b.   学会誌編集業務委託費 3,615,750 
        6 広報委員会 2,000,000 
        a.   委員会運営費 80,000 
        b.   ニューズレター費 1,380,000 
        c.   ホームページ費 140,000 
        d.   メーリングリスト費 400,000 
        7 賞選考委員会 257,500 
        a.   委員会運営費 117,500 
－ 12 － 
        b.   学会賞 140,000 
          小計 19,102,650 
        1 事務委託経費 1,500,000 
    
 
  2 学会本部 2,460,000 
    
 
事 a.   学会本部運営費 1,310,000 
    
 
  a-1     学会本部経費（人件費・手数料） 1,020,000 
      務 a-2     通信費 100,000 
    
 
  a-3     事務用品費 50,000 
    
 
費 a-4     印刷費 140,000 
    
 
  b.   会議費 350,000 
    
 
  c.   旅費（交通費，宿泊費） 800,000 
    
 
  3 会計委員会 310,000 
        a.   委員会運営費 70,000 
    
 
  b.   会計事務費 240,000 
    
 
  4 選挙管理委員会 500,000 
    
 
  a.   委員会運営費 80,000 
    
 
  b.   理事会選挙費 420,000 
          小計 4,770,000 
  計 13,692,000 計             23,872,650 
  前年度繰越金 20,461,290 予備費（翌年度繰越金） 10,280,640 
  合計 34,153,290 合 計 34,153,290 
 
      ＊2011年度予算計画の内容に関する説明は第 21回会員総会議事録をご覧ください。 
 
  また、第 55回理事会、第 97回常任理事会議事録の該当箇所もご参照ください。 
 
 
 
第 21回会員総会の議事録 
 
本部事務局長 
野田 真里 
日 時：2010 年 12 月 4 日（土）17：45—18：45 
場 所：早稲田大学 井深大ホール 
参加者：374 名（メールによる委任 124 名、紙面によ
る委任 138 名を含む） 
＊定款 12 条 4 項により、総会成立。 
報告者（順不同・敬称略）：西川潤（会長）、下村恭民
（副会長）、高橋基樹（副会長）、野田真里（本部事
務局長）、磯田厚子（常任理事）、勝間靖（常任理事）、
鈴木紀（常任理事）、山形辰史（常任理事）、宮田春
夫（会計委員会幹事）、重田康博（会計委員会幹事） 
議長：高橋基樹（副会長）、司会：野田真里（本部事務
局長）、陪席：本部事務局 
１．議長選出 
高橋基樹（副会長）が議長に選出された。 
２．報告事項 
⑴ 会員動向について（資料①） 
現在の会員数は、第 55 回理事会にて承認された入会
申込者 38 名を含めると 1896 人である。昨年比でみる
と、1773 人が 2009 年度総会時の定員なので、2010 年
度で 123 人増えたことになる。資料グラフにおける
2010 年度の 1858 人という数字は 11 月 30 日時点のも
のであり、19 名の退会者を除いた会員数である。 
現時点で総会参加者は 80 名、メールの委任状が 124
名分、紙面での委任状が 138 名分、合計 342 名となっ
ており、第21回総会成立の定足数190人に達している。 
⑵ 学会賞について（資料①） 
下村副会長・学会賞選考委員長より資料にもとづき、
7 点の忚募があり学会賞選考委員会にて審査にもとづ
き、常任理事会、理事会で審議をへて、以下 2 つの賞
－ 13 － 
が決定したとの報告がなされた。 
奨励賞：中村雄祐『生きるための読み書き 発展途
上国のリテラシー問題』 
特別賞：大坪滋・木村宏恒・伊東早苗編『国際開発
学入門 開発学の学際的構築』 
⑶ 「若手研究者の国際交流・人材育成支援」研究助
成（JASID-COE）について資料① 
野田本部事務局長・JASID-COE 審査委員長より、
同審査委員会の審査にもとづき、20 周年記念特別委員
会、常任理事会、理事会の承認をへて、大垣俊朗会員
と山下哲平会員が選ばれた。 
・大垣俊朗会員 「開発プロジェクトに対する住民
の態度形成への交友関係の影響」 
・山下哲平会員 「永久凍土地帯における自然環境
資源利用・管理手法開発と環境意識－特に水管理
に係る自然科学的メカニズムの解明と農村の協調
的行動に着目して」 
⑷ 20 周年記念事業について資料① 
下村副会長・20 周年記念事業特別委員長より、資料
にもとづき報告がなされた。 
⑸ 2011 年度支部・研究部会の申請について（西川会
長）資料① 
西川会長・企画運営委員長より、2011 年度につき 3
研究部会・3 支部より設置申請があり、常任理事会、理
事会にて承認されたとの報告がなされた。 
・研究部会：「障害と開発」研究部会、「島嶼社会の
振興開発と内発的発展」研究部会、大学院生部会 
・支部： 東海支部、関西支部、広島支部 
⑹ 幹事の委嘱について資料①、 
野田本部事務局長より、資料にもとづき、学会誌編
集委員会より幹事 3 名（武藤めぐみ会員、山田浩司会
員、山田肖子会員）、賞選考委員会より幹事 1 名（城山
英明会員）、選挙管理委員会より 1 名（松井範惇会員）
の追加申請があり、理事会において委嘱を承認された
との報告がなされた。 
３．議題 
⑴ 2010 年度の事業報告についておよび(3)2011 年度
の事業計画について 資料① 
各委員長および担当常任理事より、資料にもとづき
説明がなされ、審議の結果、これを承認した。为な内
容は以下のとおりである。 
・企画運営委員会（西川会長・委員長） 
2010 年度の事業概要は「国際開発学会 21 回会員総
会資料」P2、2011 年度の事業目的・概要は P6 参照。
20 周年記念事業は 2010、2011 年度にわかれて実施。
これからも下村委員長の指導のもとで進めていく予定
である。 
・20 周年記念事業特別委員会（下村副会長・委員長） 
国際シンポジウム、共通論題セッション「『開発』を
再考する」(Development Revisited: Perspective of the 
Post-Globalization Age)は 12 月 5 日に行われる。「若
手研究者の国際交流・人材育成支援」研究助成
（JASID-COE）については、受賞した大垣会員と山下
会員に研究成果を 2011 年に報告してもらう予定。また、
英文出版は 2011 年度内の出版を目指して努力してい
く。 
・国際交流・渉外委員会（山形委員長） 
2010 年 度 は 、 国 内 関 係 機 関 （ 特 に Global 
Development Network）および国際交流ネットワーク
拡充に努めた。また韓国国際開発協力学会（KAIDEC）
との交流を進め、立命館アジア太平洋大学で行われた
第 20 回全国大会において、KAIDEC との共同セッシ
ョンを開催した。2011 年度も韓国を中心に交流を推進
していく。 
・大会組織委員会（高橋副会長・委員長） 
2010 年度は、第 20 回全国大会を立命館アジア太平
洋大学（大分県別府市）にて、また第 11 回春季大会を
北海道大学（北海道札幌市）において開催した。2011
年度は、第 21 回全国大会（2010 年 12 月 4・5 日、於：
早稲田大学）でつつがなく終えること、そして 2 回の
大会（埼玉大学での第 12 回春季大会、名古屋大学での
第 22 回全国大会）開催に向けて準備を進めていく。 
・学会誌編集委員会（鈴木委員長） 
2010 年の事業概要としては、学会誌『国際開発研究』
第 18 巻 2 号, 19 巻 1 号を刊行し、第 19 巻 2 号の編集
をおこなった。2011年度は学会誌の編集・発行のほか、
学会の研究活動の公開を目的に、学会誌『国際開発研
究』に掲載された論文を PDF ファイルにして、学会ホ
ームページに掲載する予定。 
・広報委員会（勝間委員長） 
2010 年度は、①ニューズレターの発行、②メーリン
グリストの維持管理と配信、③ホームページのリニュ
－ 14 － 
ーアル、維持管理とアップデートという 3 つの活動を
順調に行い、今度もこれらの活動の強化に努める。課
題としては、海外だけでなく国内の会員に向けてもニ
ューズレターなどを PDF で電子化して送ることを検
討していきたい。また、ホームページを広報のツール
として活用し、リニューアルしたホームページについ
て、コンテンツを拡充していく必要がある。 
・賞選考委員会（下村副会長・委員長） 
2008 年 1 月 1 日から 2009 年 12 月 31 日の間に公表
された、国際開発学会員の著作または学術論文で、忚
募のあった７点、および対象期間中に『国際開発研究』
に掲載された論文・研究ノート・報告書を対象として
選考を行った。 
選考の結果は、次のとおりである。 
奨励賞：中村雄祐『生きるための読み書き 発展途上
国のリテラシー問題』 
特別賞：大坪滋・木村宏恒・伊東早苗編『国際開発学
入門 開発学の学際的構築 
2011 年度は、2009 年 1 月 1 日から 2010 年 12 月 31
日の間に公表された、国際開発学会員の著作または学
術論文のうち忚募のあるもの、および対象期間中に『国
際開発研究』に掲載された論文・研究ノート・報告書
を対象として選考を行う。 
・（参考）名簿作成（磯田担当常任理事） 
2009 年 5 月より 2010 年 1 月にかけて、『2009 年版
会員名簿』の作成を行った。 
・（参考）選挙管理委員会（磯田委員長） 
事業計画としては、2010 度末で現理事・常任理事の
任期が終了するので、改選を行う。１月のニューズレ
ターにて選挙公告、２月上旪に選挙人・被選挙人を確
定の上、３月中に被選挙人一覧と投票用紙を送付予定。
４月中に投票締切り、５月中旪に選挙委員会にて開票
作業の後、６月理事会にて候補者を確定し、2011 年の
総会にて承認、交代をする予定である。また、第１回
選挙管理委員会を 2010 年 12 月の大会時に開催し作業
予定を決定する。 
⑵ 2010 年度の会計決算について（資料②、③） 
会計委員会の重田幹事、宮田幹事より勝俣会計委員
長の代理として、資料にもとづき説明がなされ、審議
の結果、これを了承した。为な内容は以下のとおりで
ある。 
・全体的には 2010 年度の予算計画に沿って、事業を進
めてきた。なお、事務費が予算よりも増えたのは、
会員数の増加等会の発展に伴い、業務量が増加し、
複雑・煩雑化したこと等による。 
・2010 年度予算計画における収入見込みより実際は上
回り、13,485,630 円であった。これは会員数が増加
したことによるものであるが、依然として会費納入
率は低い。全会員数の 2 割に相当するのべ約 300 人
の会員が会費を納入していないため、今後いかに納
入率を上げるかが課題である。 
・概要は、資料の「2010年度（2009年11月1日～2010
年10月31日）決算報告（案）」を参照されたい。 
⑷ 2011 年度の会計予算について 資料④、⑤ 
会計委員会とともに、予算の調整実務にあたった野
田本部事務局長より、資料にもとづき説明がなされ、
審議の結果、これを了承した。为な内容は次のとおり
である。 
・2011 年度の収入見込みは例年の会費納入率に基づき、
これまでの実績を踏まえて全会員数 1900 人の約
80％で計算している。 
・2011 年度は結果的に支出超の予算になっているが、
これは昨年度に引き続き 20 周年記念特別事業とい
う非経常的な支出が計上されているためであり、今
年度で終了する。 
・常任理事会における予算編成過程での合理化の努力
により、経常収支のみを計算したプライマリーバラ
ンスは健全に保たれている。 
⑸ 定款の改訂について 資料⑥ 
磯田担当常任理事より、資料にもとづき説明がなさ
れ、審議の結果これを了承した。 
・今回の改訂は本学会の 20 年の歴史のなかで、会員の
急増等の本学会の発展、本学会をとりまく環境の変
化およびこれらに対忚する会務運営上の改善のため
の大幅な改訂が必要となった。 
・为な改正点は、a.第３条（目的）を学会としてより
社会的意義のある表現に、b.第７条(入退会)に、内規
として実施されてきている会費未納による退会と本
人死亡を明記、c.第９条（役員）に事務局長を加筆、
d.旧第 10 条（役員の選出）旧第 11 条（理事の選出）
の記述を分かりやすい順序・表現に整理、e.第 12 条
に事務局長の役割を明確化、f.第 13 条として慣習的
－ 15 － 
に実施していた会の運営について条文化など。その
他は文言の明確化などで修正した。 
4．その他 特になし 
会員からの質問・意見 
質問①：2010 年度の決算報告において、賛助会員 0 円
になっているのは腑に落ちない。見込めないのであ
れば削るなりの処置をすべきでは？ 
回筓①：昨年度一口あった会員が退会されたために 0
円という表記をしている。賛助会員は、なかなか見
込みとして計上するのは難しい。 
質問②：学会誌の販売が尐ないので、もっと努力すべ
きではないか？ 
回筓②2010年度はバックナンバーとして 6冊注文があ
ったので、今年度は 8 冊と見込んだ。今後の方針と
して寄贈してほしいという人は賛助会員になってい
ただくよう頼んでいるが、見込みとしては 8 冊で考
えている。 
別添資料 ＊本部事務局にて保管 
資料①  「国際開発学会 21 回会員総会資料」 
資料②  「2010 年度（2009 年 11 月 1 日～2010
年 10 月 31 日）予算計画について」 
資料③  「2010 年度（2009 年 11 月 1 日～2010
年 10 月 31 日）決算報告（案）」 
資料④  「2011 年度（2010 年 11 月 1 日～2011
年 10 月 31 日）予算計画（案）」 
資料⑤  「2011 年度（2010 年 11 月 1 日～2011
年 10 月 31 日）プライマリーバランス案」 
資料⑥  「国際開発学会定款（改訂）」 
以 上 
＊本議事録は全理事会メンバーに確認のうえ掲載。 
 
 
第 54回～56回理事会の議事録 
 
本部事務局長 
野田 真里 
第 54回理事会 
期間：2011年 9月 22日～28日 
方法：メールによる持ち回り 
【報告事項】 
会員の退会について(資料①) 
西川会長より、本部事務局にて退会届 3 名を受理し
たとの報告がなされた。理事会としてこれを了承した。 
【協議事項】(資料①) 
西川会長より、入会申込み 50 名（正会員 25 名、学
生会員 25 名）につき、常任理事会にて審査の結果、適
正と認められたとの説明がなされた。理事会にて協議
の結果、全員の入会が承認された。 
【別添資料】＊本部事務局にて保管 
資料①入会希望者／退会者リスト 
＊本議事録は全理事会メンバーに確認のうえ掲載。 
 
第 55回理事会 
日 時：2010 年 12 月 4 日（土）11：45—12：45 
場 所：早稲田大学 
出席者（順不同・敬称略）：西川潤（会長）、下村恭民
（副会長）、高橋基樹（副会長）、野田真里（本部事
務局長）、磯田厚子（常任理事）、勝間靖（常任理事）、
鈴木紀（常任理事）、山形辰史（常任理事）、宮田春
夫（会計委員会幹事）、重田康博（会計委員会幹事）、
青山温子、新井泉、荒木美奈子、絵所秀紀、大橋正
明、加藤宏、喜多悦子、黒田一雄、斎藤千宏、佐藤
寛、豊田利久、野上裕生、林薫、藤倉良、内海成治、
松岡俊二、牟田博光（各理事）、朽木昭文（監査役）、
井村秀文（監査役）、丹呉圭一（第 12回春季大会実行
委員長、埼玉大学） 
陪 席：事務局スタッフ 
議事次第 
報告事項 
1. 大会運営細則について（高橋大会実行委員長）資
料① 
高橋大会組織委員長より、資料にもとづき報告がな
され、これを了承した。为な内容は次のとおり。 
・第 50回理事会の決定に基づいて、今まで明確になか
った大会運営委員会に関する内規を制定した。報告
者の重複報告禁止や要旨論文の内容と報告内容の齟
齬は認めない。無断欠席をした場合は、理事会で罰
則等もあり得る。非会員が報告することは、原則避
けたい。今後も改正を重ねながら大会運営を改善し
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ていく予定である。 
2. ホームページについて 
勝間広報委員長より以下の通り報告がなされ。これ
を了承した。为な内容は次の通り。 
・2010 年度はホームページのリニューアルを行った。
外部委託により一部余分にコストがかかったが、見
やすいホームページになった。 
・今後もジャーナルの論文を載せるなど、広報を超え
たホームページの活用を進めていくべきであり、そ
のためにホームページ委員会を新たに設置すること
も視野に入れている。 
3. ニューズレターの電子化について 
勝間広報委員長より以下の通り報告がなされ、これ
を了承した。为な内容は次の通り。 
・ニューズレター送付のコストが増えているのが課題
である。ニューズレターの電子化はすでに先行して
海外在住の会員で実施しているが、国内の会員に向
けてもニューズレターなどを PDF で電子化して送
ることを検討していきたい。 
4. 理事選挙について（資料②） 
磯田選挙管理委員長より、資料にもとづき以下の通
り報告があり、これを了承した。为な内容は次の通り。 
・今年度末で現理事・常任理事の任期が終了するので、
次のスケジュールで改選を行う。１月のニューズレ
ターにて選挙公告、２月上旪に選挙人・被選挙人を
確定の上、３月中に被選挙人一覧と投票用紙を送付
予定。４月中に投票締切り、５月中旪に選挙委員会
にて開票作業の後、６月理事会にて候補者を確定し、
2011 年の総会にて承認、交代をする予定である。第
１回選挙管理委員会を 2010 年 12 月の大会時に開催
し作業予定を決定する。 
・選挙管理委員会メンバーは次のとおりである。 
  委員長 磯田厚子  女子栄養大学（常任理事） 
  委 員 荒木美奈子 お茶の水女子大学（理事） 
  委 員 大橋正明  恵泉女学園大学（理事） 
  幹 事 穂坂光彦  日本福祉大学 
  幹 事 松井範惇  帝京大学  
 ＊協議事項にて提案 
5. 会計業務の見直しについて 
野田本部事務局長および宮田会計委員会幹事より、
以下の通り報告があり、これを了承した。 
・急速な会員増加等にともなう会計業務の増加にたい
し、制度上、運用上対忚できていない。事務局への
過度の負担をはじめ多くの問題が生じており、実際
に会計業務が回らなくなってきており、実務上すで
に限界を超えている。このままでは持続可能な会計
業務、学会業務の遂行は困難であるので、早急に対
策をとる必要がある。 
・具体的には、会計業務は、定款にある「会計委員会
が責任を持つ」体制とはなっておらず、業務の大半
が本部事務局に集中、キャパシティが十分でない事
務局体制（本部事務局長 1 名、院生スタッフ 2 名）
においては、オーバーロードとなり、他の事務局業
務に多大な支障（特に年度末）を及ぼしているうえ、
本業・学業や健康にまで悪影響を与えている。また、
業務の重複による非効率の問題や、予算の大きな部
分を占める事務費をマネジメントする事務局が会計
業務全般を取り扱う等アカウンタビリティとコンプ
ライアンスの上でも問題がある。 
・これらの問題点を解決するため、早急に会計委員会
や常任理事会等で対策を検討し、これを実施する。
具体的には会計委員会の責任の下における本部事務
局との役割分担や監査役の機能強化、業務の効率化、
アウトソーシング等、会計業務全般を見直し、常任
理事会での議論を経て、理事会に提案、改善を実施
していく方針である。 
6. 会費の未納者について資料③ 
野田事務局長より資料にもとづき報告がなされ、こ
れを了承した。为な内容は次の通り。 
・3 年以上累積で会費を滞納している会員が増えており、
2010年度末においては 158名（474口）にも上った。
未納会費の合計は 372 万円（正会員：90 名×3 年×
1 万円＝270 万円、学生会員：60 名×3 年×5 千円＝
102 万円）という多大な額になり、今後の予算計画
にも影響を与える。 
・会費累積滞納者への対忚および会員の持続的定着に
ついては、その対忚策を早急に常任理事会で審議の
上、理事会に諮りたい。 
7. その他 
・西川会長より、次回春季大会にあわせて「理事懇談
会」を開いて本学会の現状と課題について問題意識
を共有したいとの報告がなされ、これを了承した。
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詳細は常任理事会で検討の上、理事に報告すること
となった。 
・第 12 回春季大会（埼玉大学）大会実行委員長の丹呉
圭一会員よりごあいさつがあった。 
協議事項 
Ⅰ. 会員総会議題について  
1. 2010年度の事業報告について 資料② 
 「第 21 回会員総会資料（案）」により、各委員長・
本部事務局長等より説明があり、協議の結果、これを
了承した。 
2.2010年度の会計決算について 資料④、⑤ 
会計委員会の重田幹事、宮田幹事より資料にもとづ
き説明があり、協議の結果、これを了承した。また、
井村監査役および朽木監査役より「適正と認められる」
との監査報告があり、これを了承した。为な内容は次
とおりである。 
・全体的には 2010 年度の予算計画に沿って、事業を進
めてきた。なお、事務費が予算よりも増えたのは、
会員数の増加等会の発展に伴い、業務量が増加し、
複雑・煩雑化したこと等による。 
・決算報告書の精度に関して井村監査役と朽木監査役
は、会計業務は非常に正確にされており、適正であ
ると認めることができるが、業務内容が煩雑である
ことは緊急の課題であり、会計システムを早急に変
える必要性があるのではないか。さらに会計監査役
が細かい資料をチェックできるシステムを構築する
必要があるという指摘をされた。 
3．2011年度の事業計画について 資料② 
「第 21 回会員総会資料（案）」により、各委員長・
本部事務局長等より説明があり、協議の結果、これを
了承した。 
4. 2011年度の会計予算について（野田事務局長） 資
料⑥、⑦ 
会計委員会とともに、予算編成の実務にあたった野
田本部事務局長より、資料にもとづき説明がなされ、
審議の結果、これを了承した。为な内容は以下の通り。 
・課題としては、依然として会費納入率は低く、2010
年度末時点で 3 年間以上会費を未納している会員が
150 人以上もいる。会の持続的な発展のため、今後
いかに納入率を上げて収入をきちんと確保できるか、
せっかく入会してくださった会員（特に若手）の定
着を図るかが課題である。 
・会員数増大に伴って事務費が増加しているため、事
務局の体制強化や業務の効率化・合理化を図ること
も今後の課題である。 
・2011 年度は結果的に支出超の予算になっているが、
これは昨年度に引き続き 20 周年記念特別事業とい
う非経常的な支出が計上されているためであり、今
年度で終了する。 
・予算編成過程における常任理事会での合理化の努力
により、経常収支のみを計算したプライマリーバラ
ンスは健全に保たれている。 
5. 定款の改訂について資料⑧ 
担当の磯田常任理事より、資料にもとづき定款改訂
案につき、第 53回理事会承認済の内容について、総会
提出にあたり確認がなされ、これを了承した。 
 
Ⅱ. 会員総会報告について 
1. 会員動向について（資料②） 
野田本部事務局長より、資料にもとづき説明がなさ
れ、協議の結果、これを了承した。本理事会での承認
を含めて、現在の会員数は 1896 名となり、昨年（1773
名）と比べて 123 名増加した。これにより、総会の定
足数は定款にもとづき 190 名となる。 
2. 学会賞について（下村委員長）資料② 
下村副会長・学会賞選考委員長より、7 点の忚募があ
り審査の結果にもとづき、以下とおり提案がなされ、
協議の結果これを了承した。 
・奨励賞：中村雄祐『生きるための読み書き－発展途
上国のリテラシー問題』 
・特別賞：大坪滋・木村宏恒・伊東早苗編『国際開発
学入門－開発学の学際的構築』 
＊特別賞は「何か光るものがある作品への授賞」とい
うことで、理事会で承認されており、今回初めて授与
することとなった。 
3.「若手研究者の国際交流・人材育成支援」研究助成
(JASID-COE)について（資料②） 
野田本部事務局長・JASID-COE 審査委員長より、
審査委員会および 20 周年記念特別委員会を経て、以下
の通り受賞者が選ばれ、各 70 万円の助成を行うことが
適当とされたとの説明があり、協議の結果、これを了
承した。 
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・大垣俊朗会員 「開発プロジェクトに対する住民の
態度形成への交友関係の影響」 
・山下哲平会員 「永久凍土地帯における自然環境資
源利用・管理手法開発と環境意識－特に水管理に係
る自然科学的メカニズムの解明と農村の協調的行動
に着目して」 
4. 20周年記念事業について（資料②） 
下村副会長・20 周年記念事業特別委員長より、資料
にもとづき説明がなされ、協議の結果これを了承した。
また、以下のとおり報告がなされた。 
・英文出版の実施が確定したので、11 年度内での出版
を目指して進めていく予定。 
・20 周年事業が終わった後の JASID-COE をどうする
かは、今後検討が必要である。 
5. 2011年度支部・研究部会の申請について（資料②） 
野田本部事務局長・企画運営委員より資料にもとづ
き以下の通り説明があり、協議の結果、これを了承した。 
・2011 年度は 3 支部・3 研究部会（研究部会：障害と
開発、島嶼社会の振興開発と内発的発展、大学院生
部会／支部：東海支部、関西支部、広島支部）から
継続申請があり、常任理事会で検討の結果、世知を
認めることが適当と判断した。なお、新規の申請は
なかった。 
・NY 支部につき、2009 年まで国際開発学会の支部で
あったが、昨年度の理事会において継続申請が認め
られなかった。NY 支部がそれまで保管していた 40
数万円の資金については、今後 NY 支部が再設置さ
れた場合に使用するという結論に至っていた。しか
し、2011 年度、NY 支部からの設置申請はなかった
ため、NY 支部が保管している資金を至急本部まで返
金してもらう必要がある。次回理事会で返金につい
て詳しく検討するべきである。 
6. 幹事の委嘱について（資料②） 
野田本部事務局長より、下記の委員会にて幹事の追
加の申請があったとの説明がなされ、協議の結果、こ
れを承認した。 
・学会誌編集委員会 
幹事(会員） 武藤めぐみ  国際協力機構 
幹事(会員） 山田 浩司  国際協力機構 
幹事(会員） 山田 肖子  名古屋大学大学院・ 
国際開発研究科 
・賞選考委員会 
幹事（会員） 城山 英明  東京大学 
・選挙管理委員会 
幹事     松井 範惇  帝京大学  
 
Ⅲ. その他協議事項 
1. 退会について（資料⑨） 
野田本部事務局長より、資料にもとづき 19 名の退
会申請があったとの説明がなされ、協議の結果、これ
を了承した。 
2. 入会希望者について（資料⑨） 
野田本部事務局長より、資料にもとづき、38 名の
入会申し込みを常任理事会にて審査の結果、適正と認
められたとの説明がなされた。協議の結果、全員の入
会を了承した。 
 
Ⅳ. その他、次回日程等 
・第 58 回理事会を 6 月 4 日に埼玉大学にて開催する。 
＊第 56 回および第 57 回は入会承認のための持ち回り
理事会となる予定。 
・理事懇談会を 6 月 3 日に都内にて開催する。 
・その他質疑忚筓 
質問①：外国人の会員に関して、英語表記を統一する
（アルファベット＋カタカナ、漢字＋カタカナ）手
段はどうか。 
回筓②：外国人会員表記については新規入会申し込み
につき、すでに次の通り統一する方針で進めている。
漢字文化圏（漢字＋カタカナ）、非漢字文化圏（アル
ファベット＋カタカナ）。ただし、あくまで自己申告
であり、また、過去の入会申し込みにまでさかのぼ
ることは難しい。 
質問②ホームページの英語化を進めていくべきではな
いか。 
回筓②英文ホームページの設置につき、具体的に検討
に入っている。次回理事会等で提案したい。 
以上 
別添資料 ＊本部事務局にて保管 
資料①  「国際開発学会大会（全国大会・春季大会）
の運営に関する内規（案）」 
  「大会における研究報告を認める場合と条件に
ついて（内規のまとめ）（案）」 
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資料②  「国際開発学会 21 回会員総会資料」 
資料③  「国際開発学会 累積 3 年間会費滞納者リ
スト」 
資料④  「2010 年度（2009 年 11 月 1 日～2010 年
10 月 31 日）予算計画について」 
資料⑤  「2010 年度（2009 年 11 月 1 日～2010 年
10 月 31 日）決算報告（案）」 
資料⑥  「2011 年度（2010 年 11 月 1 日～2011 年
10 月 31 日）予算計画（案）」 
資料⑦  「2011 年度（2010 年 11 月 1 日～2011 年
10 月 31 日）プライマリーバラン   ス案」 
資料⑧  「国際開発学会定款（改訂案）」 
資料⑨  「入会希望者／退会者リスト」 
＊本議事録は全理事会メンバーに確認のうえ掲載。 
 
第 56回理事会 
期 間：2011年 2月 10日－2月 16日 
方 法：メールによる持ち回り 
【報告事項】 
会員の退会について(資料①) 
西川会長より、本部事務局にて退会届 2 名（正会員 2
名）を受理したとの報告がなされた。理事会としてこ
れを了承した。 
【協議事項】(資料①) 
1．西川会長より、入会申込み 21 名（正会員 10 名、学
生会員 11 名）につき、常任理事会にて審査の結果、
適正と認められたとの説明がなされた。理事会にて
協議の結果、全員の入会が承認された。 
2．西川会長より、会費滞納累積 3 年以上の会員 153
名（正会員 115 名、学生会員 41 名）につき、常任理
事会で協議の結果、定款第 7 条（2）により、退会処
分とすることが適当ではないかとの結論に至ったと
の説明がなされた。理事会で協議の結果、全員の退
会処分が決定された。 
【別添資料】＊本部事務局にて保管 
資料①入会希望者／退会者リスト 
＊本議事録は全理事会メンバーに確認のうえ掲載。 
 
 
第 96回～99回常任理事会の議事録 
 
本部事務局長 
野田 真里 
 
第 96回常任理事会 
日 時：2010 年 10 月 16 日（土）9：30-13：00 
場 所：早稲田大学 
出席者（順不同・敬称略）：西川潤（会長）、下村恭民
（副会長）、高橋基樹（副会長）、野田真里（本部事
務局長）、磯田厚子、鈴木紀、勝俣誠各常任理事 
陪 席：事務局スタッフ 
議事次第 
【報告事項】 
1. 2010 年度決算（概算）と今後のすすめ方について
（資料①、②－1、②－2、③、④） 
 各委員長および本部事務局長より、2010 年度決算
（概算）が報告された。本部事務局長より、全体報告
として、収入は現時点での会費の支払い率が例年に比
べて悪いため、当初予算よりも下回る見込みであり、
他方、支出も 20 周年記念事業の多くの部分を次年度執
行すること等により、予算を下回る見込みであるとの
報告がなされた。 
事業費および事務費の決算見込みについて、各委員
会委員長および本部事務局長から以下のとおり概要の
報告がなされた。 
＜事業費＞ 
・ 企画運営委員会―研究部会・支部助成金において対
象となる研究部会が予算の 6 から 4 部会に減り（支
部は予算どおりで 4 支部）、また、合計 8 つの研究部
会・支部のうち 6 つから残金返却があったため、予
算よりも支出が抑えられる見込み。 
・ 20 周年記念事業委員会―英文図書刊行が来年度に
移行することになったこと、20 周年記念シンポの決
算が来年になったことにより、予算よりも支出が下
回る見込み。ただし、JASID-COE の業務および 20
周年記念誌にともなう学会基礎データの整備を本部
事務局にお願いしたため、その経費等は当委員会の
支出として扱う。 
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・ 国際交流・渉外委員会―支出は韓国国際開発協力学
会(KAIDEC)から 2 名の招聘により、予算とほぼ同
額となる見込み。 
・ 大会組織委員会―春季大会（第 10 回北大）におい
て赤字となったため、常任理事会の承認を得て本部
から例外的措置として補填した。他方、委員会運営
費については、北大の大会実行委員の準備における
尽力により訪問回数が減る等により、支出が抑えら
れた。これにより、全体としては予算の中に収まる
見込み。 
・ 学会誌編集委員会―委員会運営については、旅費が
遠方の委員の欠席等により支出が減った。他方、学
会誌（18 巻 2 号）のボリュームが増え、印刷費が予
想以上にかかったことにより支出超となった一方、
抜き刷り代が戻ってくる。全体としては予算より若
干支出が減る見込み。 
・ 広報委員会―懸案であったホームページのリニュー
アル等により、予算よりも支出が上回る見込み。 
・ 賞選考委員会―学会賞の副賞の支払いが年度をまた
がったことにより予算よりも支出が下回る見込み。 
＜事務費＞ 
・本部事務局長より、事務費について以下の詳細報告
がなされた。 
・ 本部事務局―会員の予想以上の増加による業務や通
信費（郵送代）の増加、本部事務局業務の一層の効
率化と透明性の向上のための制度構築・改革による
人件費の増加等により、予算よりも支出が上回る見
込みである。なお、本部事務局が請け負った、20 周
年記念事業関係業務（JASID－COE および 20 周年
記念誌の学会基礎データ）並びに、会計業務につい
ては、実態にあわせてそれぞれ関係委員会の支出と
したい。 
・ 会計委員会―本部事務局で大半の会計事務を行った
ため、実態に合わせて、委員会運営費（含、会計事
務費）ということで決算としたい。 
 今後のすすめ方に関しては、本部事務局で決算の最
終調整・確認作業を行い、会計委員会での確認作業を
へて、監事に監査をお願いし、次回の常任理事会、理
事会、総会に間に合うようにする。 
2. 20 周年記念事業の進捗状況について 
 下村副会長より、20 周年記念事業の進捗状況につい
て以下の報告がなされた。 
・20 周年記念誌『貧困なき世界を目指して』（同友館）
が、無事、上梓された。西川会長、高橋副会長、野
田本部事務局長および私が編者となってすすめたも
のであるが、あらためて関係各位に感謝したい。本
書は原則として会員全員に配布する（ただし、海外
在住会員は希望者のみ）。 
・本日、JASID-COE の最終審査会が行われ、委員会
として受賞者を決定する。結果については、次回常
任理事会、理事会で報告・承認をいただき、総会の
さいに授賞式を行う。 
・ 20 周年記念シンポジウム等、予定していたほとん
どの事業の予算執行が来年度にもちこされることと
なった。 
3. 共通論題関連出版企画について 
 西川会長より、20 周年にむけて JASID 共通論題に
おいて議論されてきた「開発を再考する」に関する出
版企画について報告がなされ、引き続き検討すること
となった。 
4. 会費未納者への対忚について 
 野田本部事務局長より、会費未納者への対忚につい
て以下の通り報告がなされた。例年、会費納入率は 8
割〜9 割であるが、2010 年においては 7 割弱に落ち込
んでおり、特に学生会員の会費納入の悪さが目立って
いる。当面の対忚策として以下のとおりである。1）未
納会員に対しては会長および会計委員長名での納入の
お願いを同封のうえ、会費請求の通知を送る、2）会員
全員に対して、メーリングリストを通じて事態の深刻
さを理解していただき、また、未納者には会費を納め
ていただくようお願いする通知を行う。なお、今後に
ついては未納者による「フリーライダー」問題をなく
し、未納者への会費請求等のエキストラ・コストの削
減のために、例えば会員資格は保持しつつも会員サー
ビスを一時停止する等の措置も検討しなければならな
いかもしれない。現行の制度では、3 年間累積で滞納し
た場合は退会処分とすることになっている。 
5. 本部事務局アシスタントスタッフの雇用および院
生スタッフの基本的考え方について 
 野田本部事務局長より、以下の通り報告がなされた。 
1）本部事務局アシスタントスタッフ（新年度スタッ
フ候補者）として、小島千佳氏および和田桃花氏（両
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名とも名古屋大学院生）を雇用した旨、報告がなされ
た。2）本部事務局が大学院生をスタッフないしアシス
タントスタッフとして雇用する基本的な考え方、卖な
るアルバイトではなく、若手の開発人材育成の一貫で
あると考える。すなわち、本部事務局での業務を通し
て様々な経験を積んでキャリアアップに活かしていた
だくとともに、本学会および我が国の国際開発の担い
手を育てるためであると考えている。その前提として
勉学が最優先であり、会員サービス等学会本部事務局
業務の質を維持しつつも、持続性の高い適切な業務体
制に努めていく。 
協議事項 
1. 2011 年度予算(概算)について（資料①、②－1、②
－2、③、④） 
 協議の結果、以下の通り決定した。全体として、現
状のペースで会員が増加していけば、2011 年は会員数
が 1900 人（2010 年 10 月 16 日時点で 1822 人）に到
達し、会費納入率が改善されれば、収入増加が高く見
込める。他方、支出においては、事業費における 20 周
年記念事業等の前年度未執行分や、事務費における会
員増にともなう事務作業の増加等を考えると、楽観で
きる状態ではない。 
そこで、2011 年度の予算案作成にあたっては、1）
実際に執行する予算案、および 2）「財政の健全性」を
保つため、20 周年記念事業等のエキストラの支出を除
いた経常的な収支の「プライマリーバランス」案を提
示し、理事会および会員のご理解を得るよう、務める
こととなった。これに基づき、あらかじめ各委員会お
よび本部事務局から出された予算計画案をベースに、
常任理事会として「仕分け」を行いった。その結果、
経費削減が可能となり、「プライマリーバランス」の方
向性が明らかとなった。为な議論は次の通り。 
1－1. 各委員会の予算について 
 各委員長より、2011 年予算についての報告・削減提
案がなされた。 
・ 企画運営委員会―研究部会・支部助成金を 2010 年
実績の 8 支部・研究部会の現状に合わせた予算とす
る。 
・ 大会組織委員会―委員会運営費を現状にかんがみて
削減。なお、秋の全国大会の助成金は理事会にて承
認済みのとおり、助成金を実際に支払った会計年度
に計上することにし、2011 年度の予算で調整するこ
とにする（具体的には第 21 回早大大会および第 22
回名大大会の助成金を計上）。 
・ 広報委員会―ニュースレターなどの紙媒体をソフト
化することによって、大幅な予算削減することがで
きる。ただし、これは大きな変更であり、広報委員
会を中心に、改めて議論をする必要がある。 
1－2. 本部事務局の予算等について 
・ 事務費―会議費および交通費を業務に支障のない範
囲で削減する。また、現状に合わせて、本部事務局
が業務を担っている会計事務等は、本来の担当であ
る会計委員会の予算とする。 
1－3．その他 
・決算・予算計画資料の体裁：会議や監査で確認しや
すくするために、各予算項目に数字をつけて表記す
ることにする。 
・利子、寄付等の収入に対忚し、「雑費収入」を費目に
入れる。 
2. 大会の運営に関する内規および大会における研究
報告を認める場合の基本方針について（資料⑤⑥） 
 高橋副会長より「国際開発学会大会（全国大会・春
季大会）の運営に関する内規（案）」および「大会にお
ける研究報告を認める場合と条件について（内規のま
とめ）（案）」が提案され、協議の結果、これを了承し、
理事会に報告することとなった。为な内容は以下の通
り。 
【共通論題セッション】◎申請者：必ず会員でなけれ
ばならない。◎報告担当者：専門性の点から有益か
つ必要な場合に限り、大会プログラム委員会の承認
を要件として非会員を認める。◎共同研究者：開発
途上国在住である等の理由で入会が困難であると判
断される場合には、大会プログラム委員会の承認を
要件として非会員を認める。 
【企画セッション】◎申請者：必ず会員でなければな
らない。◎報告担当者：専門性の点から有益かつ必
要な場合に限り、大会プログラム委員会の承認を要
件として非会員を認める。◎共同研究者：開発途上
国在住である等の理由で入会が困難であると判断さ
れる場合には、大会プログラム委員会の承認を要件
として非会員を認める。また、企画セッションに院
生が参加する場合は、企画者の推薦書を条件とする。 
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【個別研究報告（一般）】◎申請者：必ず会員でなけれ
ばならない。◎報告担当者：必ず会員でなければな
らない。◎共同研究者：開発途上国在住である等の
理由で入会が困難であると判断される場合には、大
会プログラム委員会の承認を要件として非会員を認
める。 
【個別研究報告（院生）】◎申請者：必ず会員でなけれ
ばならず、指導教員の推薦書がある場合に限る。◎
報告担当者：必ず会員でなければならず、指導教員
の推薦書がある場合に限る。◎共同研究者：報告担
当者である院生に関わる研究指導上の事情および当
該共同研究者の専門性・事情等を総合的に勘案した
上で、大会プログラム委員会の承認を要件として非
会員を認める。 
なお、大会における研究報告を認める場合の基本方
針をまとめると、次のように表に示すことができる。 
 
大会における研究報告を認める場合と条件について 
（内規の内容のまとめ：案） 
 
 
 
 
 
○：必ず会員でなければならず、指導教員ないしそれに準
ずる者の推薦書がある場合に限る。 
◎：必ず会員でなければならない 
（医学部、歯学部、獣医学部等６年制の学部の 5 年生、6 年生については、
指導教員の推薦書があり、かつその推薦書のなかで大学院生の水準に対応
するものであり、かつ学会での議論にたえられる水準であることが保証さ
れている場合に限り、これを認める） 
△：専門性の点から有益かつ必要な場合に限り、大会プロ
グラム委員会の承認を要件として非会員を認める。 
□：開発途上国在住であるなどの理由で入会が困難である
と判断される場合に大会プログラム委員会の承認を要
件として非会員を認める。 
■：報告担当者である院生に関わる研究指導上の事情およ
び当該共同研究者の専門性・事情等を総合的に勘案した
上で、大会プログラム委員会の承認を要件として非会員
を認める。 
 
 非会員が報告担当者または共同研究者として参加し
た場合、大会報告論文集の注記に名前を載せるべきか、
載せる場合には会員である研究者と横並びで掲載して
よいかを検討する必要がある。 
・大会における研究報告の忚募手続きに関して、現状
のウェブサイトのフォームでは代表者のみの入力と
なっているが、選考前に会員か非会員かを確認でき
るように、フォーム内に会員確認の項目（会員・会
員申請中・非会員）を設ける。 
3. 学会ロゴについて（資料⑧） 
 野田事務局長より、学会ロゴ制作の進捗状況と決定
までの段取りについての報告がされた。協議の結果、
第一候補のロゴは決まったものの、あらたに案が出さ
れる等決定には至らなかった。次回常任理事会にて改
めて協議し、理事会の承認をへて、総会でお披露目で
きるよう尽力することとなった。 
4． 韓国国際開発協力学会（KAIDEC）の大会参加（11
月 19 日）について 
 欠席の山形国際交流・渉外委員長より伝言として、
KAIDEC から以下の 3 つのテーマで JASID に報告願
いたい旨、招聘依頼がなされているとの提案があった。 
-Japan's aid policy, 
-Japanese multinational's participation in 
development activities (i.e. PPP - public private 
partnership)  
-Japanese civil society or NGO activities at the grass 
root level 
協議の結果、期日が迫っているため今回は国際交
流・渉外委員会および常任理事会で人選を進めること
となった。 
5. 学会誌の寄贈について（資料⑦） 
鈴木学会誌編集委員長より、学会誌の寄贈について
の原則や変更点が提案され、協議の結果、以下のとお
り決定した。 
・第 88 回常任理事会における決定の確認について：「学
会誌バックナンバーは原則一冊 3000 円、一括セット
では 1500 円で販売する。学会誌の寄贈は原則として
行わず、学会誌の購読を希望する図書館、開発関係
機関等に対しては、賛助会員になって頂くことを奨
励する」。追記として、賛助会員にならない場合は、
購入して頂くことに決定した。 
・寄贈先について：現在、102 組織に学会誌を寄贈し
ているが、それらの組織に寄贈を継続すべきかを改
めて学会誌編集委員会にて精査し、常任理事会に諮る。
今後、寄贈の要望は受け付けず、希望者には購入、ま
たは賛助会員となっていただくことに決定した。 
大会における研究報告を認める場合と条件について（内規の内容のまとめ：案）
申請者 報告担当者 共同研究者
◎ △ □
◎ △ □
一般 ◎ ◎ □
院生 ○ ○ ■
◎：必ず会員でなければならない
○：必ず会員でなければならず、指導教員ないしそれに準ずる者の推薦書がある場合に限る。
△：専門性の点から有益かつ必要な場合に限り、大会プログラム委員会の承認を要件として非会員を認める。
共通論題セッション
企画セッション
　（医学部、歯学部、獣医学部等６年制の学部の5年生、6年生については、指導教員の推薦書があり、かつその推薦書のなかで大学院生の
水準に対応するものであり、かつ学会での議論にたえられる水準であることが保証されている場合に限り、これを認める）
□：開発途上国在住で るなどの理由で入会が困難であると判断される場合に大会プログラム委員会
の承認を要件として非会員を認める。
■：報告担当者である院生に関わる研究指導上の事情および当該共同研究者の専門性・事情等を総
合的に勘案した上で、大会プログラム委員会の承認を要件として非会員を認める。
個別研究報告
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・バックナンバーの保管と販売について：今後は学会
誌編集委員会が担当することに決定した。本部事務
局ではアーカイブ（各 5 部）および新入会員への送
付分のみを取り扱う。これに伴い、学会誌を郵送す
るための封筒の差出人も学会誌編集委員会に変更す
る。 
6．支部等への会員情報の提供について 
 野田本部事務局長より、「東海支部から、地域支部と
して地域在住・在勤の会員全員をメンバーにしている
ので、正確な情報を提供願いたい」との申し出があり、
必要に忚じて支部等にメールアドレス等の開示可能な
会員情報の提供を可能にしてはどうかという提案がな
された。協議の結果、これを了承した。 
7． 会員の退会について（資料⑨） 
野田事務局長より、4 名の退会届を受理したとの報告
があり、常任理事会としてこれを了承し、理事会に報
告することとなった。 
＊なお、入会審査については、今回は臨時の常任理事
会ということで行わず、現在事務局で申込書を受理
している 25 名については、次回第 97 回常任理事会
にて行うこととなった。 
8. 次回(第 97 回)常任理事会について 
 2010年12月3日(金)、早稲田大学にて開催する。 
 
別添資料 ＊本部事務局にて保管 
資料①  「2010年度（2009年11月1日～2010年10月
31日）決算（概算）」 
資料②－1 「2011年度（2010年11月1日～2011年10
月31日）予算計画（案）」 
資料②－2 「2011年度（2010年11月1日～2011年10
月31日）各委員会および本部事務局予算計画（案） 
資料③  「2009年度（2008年11月1日～2009年10月
31日）決算報告」 
資料④  「2010年度（2009年11月1日～2010年10月
31日）予算計画について」 
資料➄  「国際開発学会大会（全国大会・春季大会）
の運営に関する内規（案）」 
資料⑥  「大会における研究報告を認める場合と条
件について（内規のまとめ）（案）」 
資料⑦  「学会誌の寄贈について」 
資料⑧「JASIDロゴ案」 
資料⑨「入会希望者／退会者リスト」 
＊本議事録は全常任理事会メンバーに確認のうえ掲載。 
 
第 97 回常任理事会等 
日 時：2010 年 12 月 3 日（金）14：00-17：00 
場 所：早稲田大学 
出席者（順不同・敬称略）：西川潤（会長）、下村恭民
（副会長）、高橋基樹（副会長）、野田真里（本部事
務局長）、磯田厚子（常任理事）、勝間靖（常任理事）、
鈴木紀（常任理事）、山形辰史（常任理事）、宮田春
夫（会計委員会幹事）、重田康博（会計委員会幹事） 
陪 席：事務局スタッフ 
議事次第 
■企画運営委員会 
＊常任理事会に先立ち開催。 
【協議事項】 
1．支部・研究部会の設置について （資料①） 
 野田本部事務局長より、資料にもとづき説明があり、
協議の結果、以下のとおり決定した。 
① 2011 年度の支部・研究部会について：3 支部・3
研究部会（研究部会：障害と開発、島嶼社会の振興
開発と内発的発展、大学院生部会／支部：東海支部、
関西支部、広島支部）から継続申請があり、新規の
申請はなかった。審議の結果、これらの 3 支部・3
研究部会の設置を認めることに決定した。 
② 設置申請の遅れについて：事業報告怠慢の問題：
設置申請の遅れや事業報告書・計画書、決算書類な
どの提出怠慢、締め切りを守らない支部・研究部会
がある。事業報告書に関しては、たとえ活動が無い
場合があっても、その旨を報告書に記載して提出す
る必要がある。今後の対策としては、各支部会・研
究部会の活動報告はニューズレターにも掲載してい
るので、年度末に事業報告書をきちんと提出するよ
うに徹底し、その義務を怠った場合は次年度の申請
を認めないという方向で理事会へ提案する。 
③ NY 支部に関する問題：2009 年まで国際開発学会
の支部であった NY 支部は、昨年度の理事会におい
て継続申請が認められなかった。NY 支部がそれまで
保管していた 40 数万円の資金については、今後 NY
支部が再設置された場合に使用するという結論に至
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っていた。しかし、2011 年度、NY 支部からの設置
申請はなかったため、NY 支部が保管している資金を
至急本部まで返金してもらう必要がある。 
2．「開発を再考する」出版について 
 西川会長・企画運営委員長より、近年の大会共通論
題における「開発を再考する」関連の研究成果をまと
めて出版する企画につき、企画運営員会の下に編集委
員会（西川委員長、下村、高橋、野田各委員）を立ち
上げ、5 月上旪原稿〆切、学会年度内出版を目指す点に
つき、あらためて確認がなされ、これを了承した。 
■第 97 回常任理事会 
【報告事項】 
 1. 第 21 回全国大会(早稲田大学)の進捗状況につい
て（勝間大会委員長） 
勝間大会実行委員長より、以下の通り報告がなされ、
これを了承した。 
・プログラム構成は、36 のセッションにおける 150 以
上の研究報告、16 のポスター発表、共通論題（一般
公開あり）である。学会員内外から多数の問い合わ
せがあり、当日参加者は 500 名を超えることが予想
されている。 
・事前登録者約 300 人のうち事前振込をしたのは 230
人で、残りの 70 人に関しては確実に振り込んでいる
のか確認がとれない。そのため、締め切り後に振り
込んだと言う方でも当日受付で参加費を払ってもら
い、後日振込の確認がとれたら過払い分を払い戻し
することにする。 
・また、今大会より大会参加登録が Web 登録になった
ため、委任状を取り忘れるというトラブルがあった。 
今大会では、臨時措置として、学会員からメールに
て委任状を受け付け、さらに総会に参加しない大会
参加者に受付にて紙面での委任状の記入をお願いす
ることにした。今後も大会参加登録は Web 登録で行
われることから、委任状の扱いについて検討してい
く必要がある。 
2. 第 12 回春季大会（埼玉大学）の準備状況について
（高橋副会長） 
 高橋大会組織委員長より、以下の通り報告がなされ、
これを了承した。 
・第 12 回春季大会は、埼玉大学にて開催される。開催
時期は現段階では 6 月上旪を予定している。大会委
員長は丹呉圭一氏（埼玉大学副学長）。飯島聰教授ら
の協力のもと、春季大会への準備が進んでいる。Web
登録については第 21 回全国大会（早稲田大学）の担
当者と近くに引き継ぎを行う予定である。 
・勝間常任理事より大会の運営に関して、大学生協連
合会が学会の運営サポートサービスも行っているの
で、生協への委託も検討してもらえればという助言
がなされたので、そのように提案したい。 
3. 韓国国際開発協力学会(KAIDEC)大会への参加報
告について（山形常任理事） 
山形国際交流・渉外委員長より、以下の通り報告が
なされ、これを了承した。 
・11 月 25 日から 27 日まで、韓国国際開発協力学会
（KAIDEC）の招聘により、下村副会長、勝間常任
理事  の 2名がKAIDECと Social Science Korea共
催の大会に参加し、研究発表を行った。 
・野田本部事務局長も招聘を受けていたが、会員総会
等にともなう業務多忙のため、やむなく辞退した。 
4. 各委員会および事務局からの報告等 
学会誌編集委員会 
 鈴木委員長より、以下の通り報告がなされ、これを
了承した。 
・『国際開発研究』に掲載している論文を Web からも
閲覧出来るように、システム整備等を検討している。
現段階では、直近の 15 冊（第 13 巻 1 号から第 20
巻 1 号まで）を学会誌刊行センターへ業務委託し、
Web 上からアクセス出来るように働きかけている。
それぞれの論文の要旨（Abstract）を英文にて作成
し、4 月ごろには掲載したいと考えているが、英文を
掲載するためには HP のリニューアルも行う必要が
あるため、予算等の観点から検討する必要がある。 
5. その他 特になし 
【協議事項】 
Ⅰ. 理事会協議事項・会員総会議題について（資料①） 
1.  2010 年度の事業報告について 
野田本部事務局長より、本部事務局が取りまとめた
「第 21 回会員総会資料（案）」につき、説明があり、
各委員長等がこれに沿って説明を行った。協議の結果、
これを承認し、理事会での審議を経て、総会に提出す
ることとなった。 
2.  2010 年度の会計決算について（資料②、③、④） 
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本部事務局が実務を担当した「2010 年度会計決算報
告（案）」につき、野田本部事務局より説明がなされた。
また、決算のチェックを行った会計委員会の宮田・重
田幹事からも説明があった。さらに、具体的内容につ
き、担当の各委員長・本部事務局長から説明がなされ
た。これらを踏まえて協議の結果、これを承認し、理
事会での審議を経て、総会に提出することとなった。
説明内容の概略については以下の通り。 
2-1. 2010 年度の予算計画と 2010 年度の決算報告につ
いて 
 2010 年度予算計画における収入見込みより実際は
上回り、13,485,630 円であった。これは会員数が増加
したことによるものであるが、依然として会費納入率
は低い。2010 年度末時点で 3 年間以上会費を未納して
いる会員が 158 人いるため、今後いかに納入率を上げ
て収入をきちんと確保できるかが課題である。 
2-2. 事業費 
・企画運営委員会 
 2010 年度予算計画の 70 万円を下回る 67 万 5552 円
を支出した。 
・20 周年記念事業委員会 
 2010 年度予算計画において卖年度予算ではなく複
数年予算で計上しているため、2010 年度予算計画と
2010 年度の決算計画の数字にずれがある。また、今年
度の若手研究者育成事業について、2010 年度予算計画
では支出は 0 円であったが、事務費がかかったため、
467,090 円の支出があった。これに対して予備費の 40
万円を充当し対処した。 
・ 第 11 回春季大会（北海道大学） 
 2010 年度予算計画では 60 万円の支出を見込んでい
たが、パソコンのレンタル料などが加わったため、77
万 5871 円の支出になった。 
・広報委員会： 
 2010 年度予算計画よりもニューズレター費がかさ
んだ。その理由としては、本学会の HP の利便性を高
めるために大幅なホームページのリニューアルを行っ
たことが挙げられる。 
2-3. 事務費 
・学会本部経費 
 事務費経費が 2010 年度予算よりも超過している傾
向にある。その理由として学会員の増加に伴い事務量
が例年よりも増加し、また郵送量も増えたこと、さら
に学会事務局業務における制度インフラを 1 年かけて
行ったことなどがあげられる。 
・会計委員会 
 2010 年度予算を大幅に超えた決算となった。その理
由として、業務が煩雑化していること、また会計の専
門家でないものが会計業務にあたっているため、業務
が非効率であることなどがあげられる。 
3.  2011 年度の事業計画について 
野田本部事務局長より、本部事務局が取りまとめた
「第 21 回会員総会資料（案）」につき、説明があり、
各委員長等がこれに沿って説明を行った。協議の結果、
これを承認し、理事会での審議を経て、総会に提出す
ることとなった。 
4.  2011 年度の会計予算について（資料⑤、⑥） 
本部事務局が実務を担当した「2011 年度会計予算計
画（案）」につき、野田本部事務局より説明がなされた。
また、会計委員会の宮田・重田幹事からも説明があっ
た。さらに、具体的内容につき、担当の各委員長・本
部事務局長から説明がなされた。これらを踏まえて協
議の結果、これを承認し、理事会での審議を経て、総
会に提出することとなった。説明内容の概略は以下の
通り。 
4-1. 予算全般について 
・2011 年度の収入見込みは例年の会費納入率に基づき、
全会員数1900人の約80％にあたる1482口で計算し
ている。 
・2011 年度は結果的に赤字予算になっているが、これ
は 20 周年記念事業という特別事業に関わる支出が
計上されているためである。 
・経常収支のみを計算したプライマリーバランスにつ
いては、予算編成における常任理事会での合理化に
より、収支のバランスは保たれている。 
4-2.事業費及び事務費に関する 2011 年度の支出見込み 
・20 周年事業委員会 
 2011 年度に行う事業への予算は、英文図書の刊行に
対して 212 万円、20 周年記念シンポジウムに対して
185 万円、若手研究者の国際交流・人材育成支援に対
して140万円、国際開発学会20年誌に対して90万円、
予備費 10 万円、合計 647 万円である。 
・国際交流・渉外委員会 
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 例年と同じく、2011 年度予算における委員会運営費
は 0 円である。国際交流費としては、全国大会のジェ
ンダーセッションの支出として 106 万円の支出を予定
しているが、プライマリーバランスは韓国国際開発協
力学会（KAIDEC）との交流活動のための 10 万円とな
る。 
・大会組織委員会 
 大会は開催地によって委員会運営費の増減幅が大き
く変わるが、2011 年度は 2 回とも本州で行うため、25
万円に削減できる予定である。春季大会の助成金に関
しては、年々報告が増えて印刷代や施設代などが増え
ているため予算も 75 万円に増加している。また、プラ
イマリーバランスにおける全体支出が 250 万円である
のに対し、2011 年度の支出が 400 万円であるのは、前
年度からのずれを調整するために、全国大会 2 回分の
助成金を計上しているからである。懸念事項として、
本学会においては、日本全国での大会を開催すること
を原則としている。春期大会では地方開催、全国大会
では都市開催が通例となっている。しかしながら、都
市部開催ではない場合、参加費収入見込みが減尐する、
機器調達費がかさむといった懸念事項も出てくる。更
なる春季大会の充実のために、春季大会の予算を全国
大会の半分である 75 万円に引き上げることも検討し
ていく。 
・学会誌編集委員会 
 2011 年度予算計画は、委員会運営費が 97 万円、業
務委託費が約 361 万円である。委員会運営費では、年
4 回 10 人の委員が関東近郊に集まり、ミーティングを
行っている。関西在住の委員が 3 人いるため、交通費
がかかり、委員会運営費が 97 万円になる。業務委託費
は、通年に基づいて計算した。 
・広報委員会 
 2011 年度予算計画は、委員会運営費が 8 万円、ニュ
ーズレター費が 138 万円、HP 費が 14 万円、メーリン
グ管理費が 40 万円である。ニューズレター費の印刷代
や郵送代がかさむことから、ニューズレターを完全電
子化することも検討している。 
・賞選考委員会 
 2011 年度予算計画は、賞選考委員会運営費が 11 万
7500 円、学会賞が 14 万円である。学会賞は 2010 年度
決算の締め切りに間に合わなかったため、2011 年度に
繰越計上することになった。 
・事務委託費 
 2011 年度予算計画は、150 万円である。ここ数年で
学会員の数は増加傾向にあり、2011 年度も増加傾向に
ある。会員一人当たりに対する業務委託費という計算
方法になるため、会員数が増えれば委託費も増えるこ
とから、150 万円を予算として計上する。 
・学会本部 
学会本部運営費につき、2011 年度予算計画は、142
万円である。2010 度に集中的に行った事務局業務にお
けるインフラ整備は一通り終えることが出来たため、
2011年度は昨年度よりも低い事務局運営費を計上する。
会議費は、過去の経験から会議は 15 万円程度になるこ
とが予想される。旅費につき、通常通り、年 5 回の常
任理事会・年 2 回の理事会（常任理事会と同時期開催）
が行われる場合、80 万円の旅費（交通費・宿泊費）が
見込まれる。 
5. 定款の改訂について（資料⑦） 
担当の磯田常任理事より、第 21 回会員総会での定款
改訂案の提案にあたり、理事会承認済みの案について
再度確認を行い、これを了承した。 
6. その他 
特になし 
 
Ⅱ. 理事会報告事項・会員総会報告事項について 
1. 会員動向について (資料①、⑥) 
 野田本部事務局長より資料にもとづき以下の通り説
明があり、協議の結果、これを了承し、理事会および
総会に報告することとなった。 
・現在の会員数は、理事会での承認待ちの入会申込者
を含めると 1897 人となり、第 21 回総会の定則数は
190 人となる。 
・昨年比でみると、1773 人が 2009 年度総会時の定員
なので、2010 年度で 124 人増えたことになる。 
・資料グラフにおける 2010 年度の 1858 人という数字
は 11 月 30 日時点のものであり、19 名の退会者を除
いた会員数である。 
2. 学会賞について（下村選考委員長）(資料①) 
 下村副会長・学会賞選考委員長より、資料にもとづ
き以下の通り説明がなされ、協議の結果、これを了承
し、理事会および総会に報告することとなった。 
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・本年度は 7 点の忚募があり選考委員会で審査の末、
以下 2 つの賞が決定した。 
奨励賞：中村雄祐『生きるための読み書き 発展途
上国のリテラシー問題』 
特別賞：大坪滋・木村宏恒・伊東早苗編『国際開発
学入門 開発学の学際的構築』 
＊特別賞につき、「何か光るものがある作品に授賞す
る」ということで、理事会にて承認され、今回初め
て授与することとなった。 
3.「若手研究者の国際交流・人材育成支援」研究助成
（JASID-COE）について(野田選考委員長) (資料①) 
野田本部事務局長・JASID-COE 審査委員長より、
審査委員会および 20 周年記念特別委員会を経て、以下
の通り受賞者が選ばれ、各 70 万円の助成を行うことが
適当とされたとの説明があり、協議の結果、これを了
承し、理事会に報告することとなった。 
・大垣俊朗会員 「開発プロジェクトに対する住民の
態度形成への交友関係の影響」 
・山下哲平会員 「永久凍土地帯における自然環境資
源利用・管理手法開発と環境意識－特に水管理に係
る自然科学的メカニズムの解明と農村の協調的行動
に着目して」 
4.  20 周年記念事業について(資料①) 
下村副会長・20 周年記念事業特別委員長より資料に
もとづき説明があり、協議の結果これを了承し、理事
会および総会に報告することとなった。また、以下の
通り追加の報告がなされた。 
・英文出版の実施が確定したので、11 年度内での出版
を目指して進めていく予定。 
・20 周年事業が終わった後の JASID-COE をどうする
かは、今後検討が必要である。 
5.  2011 年度支部・研究部会の申請について（西川会
長）(資料①) 
西川会長より、企画運営員会での決定を踏まえて説
明があり、協議の結果、これを了承し、理事会および
総会に報告することとなった。 
6.  幹事の委嘱について (資料①) 
野田本部事務局長より、下記の委員会にて幹事の追
加の申請があったとの説明があり、協議の結果、これ
を了承し、理事会および総会に報告することとなった。 
・学会誌編集委員会 
幹事(会員）  武藤めぐみ  国際協力機構 
幹事(会員）  山田 浩司  国際協力機構 
幹事(会員）  山田 肖子  名古屋大学大学院・ 
国際開発研究科 
・賞選考委員会 
幹事（会員） 城山 英明  東京大学 
・選挙管理委員会 
幹事     松井 範惇  帝京大学  
7. その他 
 
Ⅲ.理事会協議事項（資料⑨） 
1. 退会者について 
野田本部事務局長より、資料にもとづき 19 名の退会
申請があったとの説明があり、これを了承し、理事会
に報告することとなった。 
2. 入会希望者について（回覧資料①） 
 野田本部事務局長より、資料にもとづき、39 名の入
会申し込みがあったとの説明があり、常任理事会にて
審査の結果、1 名を除き 38 名を適正と認め、理事会に
諮ることとなった。 
入会希望者のうち不適正と判断された 1 名について
は以下の状況である。会員であるにも関わらず入会申
込みをしており、さらに 3 年分会費を滞納している状
態である。すでに会員である人の申し込みを承認する
ことはできないので、当該会員には引き続き会員とな
っていただくために、滞納分の会費を払ってもらうよ
うに働きかける。 
3. その他 特になし 
 
Ⅳ.理事会報告事項 
1. 大会運営細則について（資料⑧） 
高橋大会実行委員長より、資料にもとづき説明があ
り、協議の結果これを了承し、理事会に報告すること
となった。为な内容は次の通り。 
・第 50 回理事会の決定に基づいて、今まで明確になか
った大会運営委員会に関する内規を制定した。報告
者の重複報告禁止や要旨論文の内容と報告内容の齟
齬は認めない。無断欠席をした場合は、理事会で罰
則等もあり得る。非会員が報告することは、原則避
けたい。今後も改正を重ねながら大会運営を改善し
ていく予定である。 
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2．ホームページについて 
勝間広報委員長より説明があり、協議の結果これを
了承し、理事会に報告することとなった。为な内容は
次の通り。 
・2010 年度はホームページのリニューアルを行った。
外部委託により一部余分にコストがかかったが、見
やすいホームページになった。 
・今後もジャーナルの論文を載せるなど、広報を超え
たホームページの活用を進めていくべきであり、ホ
ームページ委員会を新たに設置することも視野に入
れている。 
3．ニューズレターの電子化について 
勝間広報委員長より説明があり、協議の結果これを
了承し、理事会に報告することとなった。为な内容は
次の通り。 
・ニューズレター送付の費用がかさんでおり、電子化
することによって予算を138万円から14万円に削減
することができる。電子化については、理事会で問
題提起のみにとどめることになったが、検討を続け、
場合によっては年度の途中で実施することも可能で
ある。 
5. 理事選挙について（資料①） 
磯田選挙管理委員長より、資料にもとづき説明があ
り、協議の結果これを了承し、理事会に報告すること
となった。为な内容は次の通り。 
・今年度末で現理事・常任理事の任期が終了するので、
以下の要領にて改選を行う。１月のニューズレター
にて選挙公告、２月上旪に選挙人・被選挙人を確定
の上、３月中に被選挙人一覧と投票用紙を送付予定。
４月中に投票締切り、５月中旪に選挙委員会にて開
票作業の後、６月理事会にて候補者を確定し、2011
年の総会にて承認、交代をする予定である。第１回
選挙管理委員会を 2010 年 12 月の大会時に開催し作
業予定を決定する。 
・選挙管理委員会メンバー 
  委員長 磯田 厚子  女子栄養大学（常任理事） 
  委 員 荒木美奈子  御茶の水女子大学（理事） 
  委 員 大橋 正明  恵泉女学園大学（理事） 
  幹 事 穂坂 光彦  日本福祉大学 
  幹 事 松井 範惇  帝京大学 第 55 回理事
会にて承認 
6. 会計業務の見直しについて（資料⑧） 
 野田本部事務局長より、資料にもとづき説明があり、
協議の結果これを了承し、理事会に報告することとな
った。为な内容は次の通り。 
・急速な会員増加等にともなう会計業務の増加にたい
し、制度上、運用上対忚できていない。事務局への
過度の負担をはじめ多くの問題が生じており、実際
に会計業務が回らなくなってきており、実務上すで
に限界を超えている。このままでは円滑な会計業務、
学会業務の遂行は困難である。今年度末をもって役
員改選となるので、次期体制に持続可能性な形で引
き継ぐためにも、早急に対策をとる必要がある 
・具体的には、以下のとおりである。第 1 に、定款で
定められている会計業務の内容と体制が適切に機能
しておらず、また、現状にも即していない。第 17 条
（現 15 条）第 3 項では、「本会の会計処理は、会計
委員会が責任を持ち、本部事務局がこれに当たる。」
とあるが、実際は会計委員会が責任を持つ体制にな
っていない。また、 定款総則：第 3 条(3)では、会
計委員会の職務として「予算の執行、会計処理及び
報告」となっているが、これも機能していない。具
体的には会計業務のほぼ全てを本部事務局が行って
いるのが現状であり、会計委員会は本部事務局がチ
ェックした決算のダブルチェックにとどまる。また、
監査役の会計監査は時間の都合上、限定的なものと
なっており十分に機能していない。 定款上、会計
業務における会計委員会と本部事務局の役割や位置
づけが曖昧であり、これが結果として、本部事務局
への業務集中の一因となっている。第 2 に、また、
実務上の支障として、上述の通り、会計業務の大半
を本部事務局が担う形になっているため、現在のキ
ャパシティが十分でない事務局体制（事務局長1名、
院生スタッフ 2 名）では完全にオーバーロードとな
り、他の本部事務業務（特に年度末）に支障をきた
すとともに、本業・学業や健康にも悪影響を与えて
いる。第 3 に、本部事務局としては、会計要領の整
備や決算締切日の早めの設定、臨時スタッフの雇用
等できる限りの対策を試みたが、解決には至らなか
った。理由としては、会計要領や締切を守らない支
部・研究部会等も多く、さらには書類の不備による
余計な調整作業によって仕事量が増える等、実務上
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すでに限界をこえている。第 4 に、本部事務局は予
算の大きな部分を占める多額の事務費を扱っており、
また、会計の「素人」であることから、事務局が会
計業務の大半を担うことはガバナンスやアカウンタ
ビリティの面からも問題がある。第 5 に、業務の非
効率がみられる一方、其々の役割が十分機能してい
ない。例えば決算の三重チェック（本部事務局、会
計委員会、監査役）等のオーバラップがみられ、非
常に非効率である。 
・これらの問題点については、会務運営において非常
に重要であるため、理事会に報告し、理解を求める
一方、問題解決のため、常任理事会や常任理事会等
にて早急に対策を検討し、これを実施する。具体的
には会計委員会の責任の下における本部事務局との
役割分担や監査役の機能強化、業務の効率化、アウ
トソーシング等、会計業務全般を見直し、常任理事
会での議論を経て、理事会に提案、改善を実施して
く方針である。 
7．会費の未納者について（野田本部事務局長）（資料
⑩） 
 野田本部事務局長より、資料にもとづき説明がなさ
れた。協議の結果、定款にもとづき、3 年以上累積滞
納の会員については退会処分とする方向で、理事会
に諮ることとなった。なお、为な論点は次のとおり
である。 
・3 年以上累積で会費を滞納している会員が増えており、
2010年度末においては 158名（474口）にも上った。
未納会費の合計は 372 万円（正会員：90 名×3 年×
1 万円＝270 万円、学生会員：60 名×3 年×5 千円＝
102 万円）という多大な額になり、今後の予算計画
にも影響を与えるため、未納者への何らかの対策を
講じる必要がある。 
8. その他 特になし 
 
Ⅴ.その他、次回日程等 
・第 98 回常任理事会を 1 月 28 日早稲田大学にて開催
することとなった。 
・ロゴ作成の進捗につき、すでに担当の野田事務局長
より常任理事会に原案を提出したが、合意を見るこ
とができなかったため、現段階では作業が進んでい
ないとの報告がなされた。 
・会務執行要領につき、野田事務局長より、現在アッ
プデートを行っているが、重要事項につきまだ決着
を見ていない点も多いため、春季大会のさいの理事
会に報告する予定であるとの説明がなされ、協議の
結果これを了承した。 
 
別添資料 ＊本部事務局にて保管 
資料①  「国際開発学会 21 回会員総会資料」 
資料②  「2009 年度（2008 年 11 月 1 日～2009 年
10 月 31 日）決算報告」 
資料③  「2010 年度（2009 年 11 月 1 日～2010 年
10 月 31 日）予算計画について」 
資料④  「2010 年度（2009 年 11 月 1 日～2010 年
10 月 31 日）決算報告（案）」 
資料⑤  「2011 年度（2010 年 11 月 1 日～2011 年
10 月 31 日）予算計画（案）」 
資料⑥  「2011 年度（2010 年 11 月 1 日～2011 年
10 月 31 日）プライマリーバラン   ス案」 
資料⑦  「国際開発学会定款（改訂案）」 
資料⑧  「国際開発学会大会（全国大会・春季大会）
の運営に関する内規（案）」 
     「大会における研究報告を認める場合と条
件について（内規のまとめ）（案）」 
資料⑨  「入会希望者／退会者リスト」 
資料⑩  「国際開発学会 累積 3 年間会費滞納者リ
スト」 
以上 
＊本議事録は全常任理事会メンバーに確認のうえ掲載。 
 
第 98回常任理事会 
日 時：2011 年 1 月 28 日（金）14:00-17：30 
場 所：早稲田大学 
出席者（順不同・敬称略）：西川潤（会長）、下村恭民
（副会長）、高橋基樹（副会長）、野田真里（本部事
務局長）、磯田厚子（常任理事）、鈴木紀（常任理事）、
山形辰史（常任理事）、勝俣誠（常任理事） 
陪 席：事務局スタッフ 
議事次第 
【報告事項】 
1. JASID 共通論題『開発を再考する』（仮題）出版企
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画について（資料①） 
 西川会長・企画運営委員長より『開発を再考する』（仮
題）の出版企画の進捗状況について資料にもとづき報
告がなされた。同出版委員会は企画運営委員会のもと
に、設置し西川会長（委員長）、下村副会長（委員）、
高橋副会長（委員）、野田本部事務局長（委員）をメン
バーとすることが確認された。2011 年 5 月 10 日を原
稿〆切とし、10 月の初版刊行にむけて現在準備が進め
られている。 
2．第 12 回春季大会の準備状況について 
高橋副会長・大会組織委員長より第 12 回春季大会に
ついて以下のように報告された。 
・第 12 回春季大会の会場である埼玉大学と第 21 回全
国大会の会場であった早稲田大学の担当者間で順調
に引き継ぎが行われている。 
・大勢の方々に参加していただいた第 21 回全国大会同
様、第 12 回春季大会でも多数の方々に参加していた
だきたい。 
3． 新公益法人制度に関する講演会（地盤工学会懇談
会）の内容について（資料②a） 
高橋副会長が本学会会員であり、地盤工学会の執行
部をつとめている本学会会員の紹介にて表題の講演会
に参加し、資料に基づき、以下のように報告された。 
・地盤工学会は2010年に公益社団法人から公益財団法
人に移行した。 
・公益財団法人に移行後の地盤工学会では、より民为
的な経営に向けて努力がなされている。 
・国際開発学会と地盤工学会を比較した場合、組織基
盤は異なるものの、近年国際開発学会会員数は文系
学会最大規模にまで増大し多額の運営資金を管理し
ている。そこで運営の透明性を向上するという観点
からも、今後の国際開発学会の運営体制は考えなけ
ればならない課題である。 
・今後も地盤工学会のような先進的な学術団体を参考
とし、国際開発学会の今後の運営体制を考えていく
必要がある。 
4．金恩美韓国国際開発協力学会会長との懇談について 
（資料②b） 
高橋副会長より金恩美韓国国際開発協力学会
（KAIDEC）会長との懇談について、資料にもとづき
以下の通り、報告された。 
・パリ宣言のフォローアップ会合であるプサン・ハイ
レベルフォーラムが 2011 年 11 月に韓国・プサンで
開催される。これに関連し、金会長より 2011 年の
JASID との取り組みについて以下 4 つの提案を受け
た。 
① プサン・ハイレベルフォーラム開催前の 2011 年 6
月もしくは 7 月頃にハイレベルフォーラムへの提言
を Development Studies Association of the UK と
KAIDEC、JASID で行なうこと。 
② 2011 年 11 月 28 日にプサンで行われるプサン・ハ
イレベルフォーラムに JASID として参加すること。 
③ 2011 年 11 月 26 日-27 日に行われる国際開発学会
第 22 回全国大会に KAIDEC の学会員が参加するこ
と。 
④ 2011年12月に行われるKAIDECの大会にJASID
のメンバーが参加すること。 
・今後上記の提案事項の実現可能性を金会長と共に進
めていく必要がある。 
・今後の金会長との渉外を山形国際交流渉外委員長が
引き継ぐことになった。 
5. 「MDGs 国連首脳会合のフォローアップ会合」（資
料③） 
野田本部事務局長より大橋理事より提案があった
「MDGs 国連首脳会合のフォローアップ会合」につい
て、資料にもとづき以下の通り報告がされた。 
・2011 年 5 月下旪から 6 月上旪にかけて東京で開催さ
れる「MDGs 国連首脳会合のフォローアップ会合」
に合わせて、各国政府関係者や国際機関、国際 NGO
関係者を第 12 回春季大会に何らかの形で招聘する
のはどうかという提案がある。 
・招聘する場合に起こり得る移動手段や移動費負担な
ど、現状では不確定要素が多く存在する。 
・第 12 回春季大会に MDGs フォローアップ会合の参
加者を招聘する、もしくは別日に JASID との会合を
持つ等、MDGs フォローアップ会合と JASID との考
え得る関わり方を今後検討していく必要がある。 
6.「国際協力グローバル人材」について 
野田本部事務局長より、本学会における人材育成へ
の取り組みへの参考事例として、JICA がすすめる「国
際協力グローバル人材」について以下のような報告が
あった。 
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・JICA を中心として、日本の国際協力分野における競
争力を高めるための「国際協力グローバル人材」の
育成向上のための取り組みが始まりつつある。 
・JICA から国際開発学会として「国際協力グローバル
人材」に関する取り組みを行う可能性の余地を尋ね
られた。 
・国際開発学会としては若手の人材育成に力を入れて
いることを伝えた。 
この報告を踏まえた、意見交換の結果、「国際開発学
会は非常に学際的な分野であり、認定になじむ特定の
スキルやツールを身につけることは難しいのではない
か」、「「国際協力グローバル人材」育成のための認定制
度等を学会として設置したりこれに協力したりするこ
とは難しいのではないか」、といった意見が出された。 
7. 次号（80 号）ニュースレター（4 月 15 日刊行）に
ついて（資料④） 
勝間広報委員長が欠席だったため、代理で野田本部
事務局長より次号（80 号）ニューズレターについて、
資料にもとづき報告がなされた。 
8. 各委員会からの報告：選挙管理委員会（資料⑤） 
磯田選挙管理委員長より、資料にもとづき、「選挙計
画」および「選挙規定の改定」について以下のよう
に報告がなされ、これを了承した。 
① 選挙計画 
・今回の入退会者をもって、選挙権のある会員、被選
挙権リストの会員を確定する。 
・3 月中旪までに投票権がある会員に「選挙公告」「被
選挙者リスト」「投票用紙」「返信封筒」を発送する。 
・開票は 5 月上旪もしくは中旪頃を予定している。 
・5 月初旪～中旪の開票結果を現会長、副会長に通知し、
1 号理事の内諾を頂く。 
・定款に従い、「新理事候補者と現常任理事とで、選挙
結果を踏まえて、定款の趣旨に沿って 2 号理事候補
者を挙げ」、また常任理事候補も挙げ、6 月の定例次
回にて審議・承認する。 
・時期 2 号理事、および常任理事候補の内諾を得たう
えで、11 月総会で提案する。 
 ② 選挙規定の改定 
今回の選挙には現行の選挙規定を用いるが、選挙規
定に書かれている内容と実際に現 
在齟齬がみられるので、次回選挙に向けた「選挙規
定（改定案）」を選挙管理委員会で検討し、9 月以降の
常任理事会・総会での検討を経て総会に提案する予定。 
９. その他 
9-1. 日本学術振興会育志賞について 
・野田本部事務局長より日本学術振興会育志賞につい
て、回覧資料①にもとづき報告がなされた。 
・国際開発学会として優秀な若手研究者を日本学術振
興会育志賞に推薦することが出来るため、次回の常
任理事会、もしくは持ち回りで候補者を検討・承認
する。 
9-2. 国立民族学博物館リポジトリについて 
 野田本部事務局長より国立民族学博物館リポジトリ
について、回覧資料②にもとづき報告があった。意見
交換の結果、学会誌「国際開発」に掲載された論文を
国立民族学博物館のリポジトリに掲載していく方向で
進めていくこととなった。 
9-3. 本年度予算の入金状況について 
野田本部事務局長より、本年度予算の入金状況につ
いて総会で決定された予算書にもとづき、各委員会へ
の予算配分が進められているので、各委員会等におい
ては適切な執行をお願いしたいとの報告がなされた。 
協議事項 
1. 国際開発学会財政の長期展望（資料⑥）  
下村副会長より国際開発学会財政の長期展望につい
て提案があり、資料にもとづき現状と課題について説
明がなされ、これを了承した。協議の結果、引き続き
本学会の財政問題には重大な関心をもって検討すると
ともに、次回春季大会前に開催予定の「理事懇談会」
において問題提起し、理事会全体としての共有を行う
こととなった。 
为な現状と課題は以下の通り。 
・短期的にみて本学会の 2011 年度の基礎的財政収支
（収入と「20 周年記念事業などの経常的でない支出
を除いた支出」の収支）は、均衡出来る見通しであ
る（第 21 回会員総会資料）。 
・しかしながら、制度構築への取り組みなど移行期と
呼べる学会本部事務費の支出増加や会員数と学会費
の滞納の増加など、これらの数が今後どのような水
準に収まるのかを見守る必要がある。 
・では、基礎的財政収支のバランスが取れていると言
って、長期的な学会財政は持続的と言えるかという
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と、基礎的財政収支の均衡は望ましいが、長期的な
安定の観点からすると、翌年度への繰越金は増加し
ないため、十分な状態であるとは言えない。 
・現状では 20 周年記念事業と同規模の非経常的支出が
1.5 回発生すれば、学会の財政はバランスがとれない。
本学会では、5 周年ごとに記念事業を実施してきたが、
このままの状況が続けば、30 周年の時点での財政破
たんを回避するのが精一杯である。 
・以上のように基礎的財政収支均衡のままでは展望は
開けないため、学会財政の持続可能性確保が急務で
あり、事態を打開するための何らかの方策を考えな
ければならない。そこで基本原則である「入るを図
って出ずるを制す」に立ち返ることは有益である。 
・「出ずるを制す」ための方策として、「KAIDEC との
交流事業」や「JASID-COE」などの後年度負担を生
むタイプの事業を極力避ける必要性、非経常的事業
の「独立採算」の可能性を追求すること、研究部会
や支部を対象とした学会版「事業仕分け」の導入な
ど選択と集中を図ることなどが提案できる。 
・「入るを図る」ための方策としては、事業受託などの
外部資金導入も検討していく必要がある。しかし、
事業受託は担当者の精神的・肉体的負担の大きいも
のであるため、引き受けてくれる相手を慎重に検討
しなければならない。 
・国際開発学会の財源が、多くの低所得層や無所得者
を含む学会員の零細な寄付から成り立っていること
を忘れないようにしたい。 
2．会計業務等事務局・委員会業務の見直しについて（資
料⑦） 
野田本部事務局長より会計業務事務局・委員会業務
の見直しについて資料にもとづき、現状と課題の説明
が①および②の通りなされ、これを了承した。また、
③今後の対忚について資料にもとづき提案があり、こ
れを了承した。 
① 本学会の会計業務の現状と課題 
・定款によれば、本学会の会計業務は、次の通りとな
っている。（第 17 条 3 項）「本会の会計処理は、会計
委員会が責任を持ち、本部事務局がこれに当たる。
会計委員会は理事会に毎年度の会計報告を行うと同
時に、監査役の会計監査を受けなければならない」、
（細則 3 条 3 項）「(3)会計委員会（予算の執行、会
計処理及び報告）」。つまり、会計委員会がどこまで
責任を持つのか、本部事務局がどこまで会計処理に
あたるのかについて、明確な規定がない。 
・現状としては、2010 年度までは会計業務は事実上、
すべて本部事務局が行うこととなってきた。具体的
には、予算編成、予算の配分、執行、決算はすべて
本部事務局が行っている。一方、会計委員会は事務
局がチェックした決算のダブルチェックのみにとど
まっている。また、監査役の監査は形式的なものに
とどまっている。 
・そのため、以下のような課題が生じている。第 1 に、
「会計委員会が責任を持つ」体制となっていない。
第 2 に、業務の大部分が本部事務局に集中、オーバ
ーロードとなり、他の事務局業務に多大な支障を及
ぼしているうえ、年度末に多忙を極め、本業や健康
にまで悪影響を与えている。第 3 に、決算チェック
が本部事務局、会計委員会、会計監査役の３重で行
われる等業務の重複による非効率がある。第 4 に、
予算の大きな部分を占める事務費をマネジメントす
る事務局が会計業務全般を取り扱う一方、会計委員
会が責任を持つ体制になっていないことにより、ア
カウンタビリティやコンプライアンスの上でも問題
がある。 
② 委員会および事務局体制全般の見直し等の機構改
革。 
・会員の急増等学会の発展や学会を取り巻く環境の変
化に対し、現在の委員会および事務局の体制は十分
に対忚できておらず、会務運営上さまざまな支障を
きたしているため、委員会および事務局体制全般の
見直し等が必要である。持続的な会務運営のための
機構改革を進めるうえで、具体的には以下の点につ
き、検討する必要がある。 
・新委員会の設置：ホームページ委員会（日英のホー
ムページの作成・運営）、人材育成員会（国際開発人
材とりわけ若手の育成）等。 
・事務局体制の見直し：現行の本部事務局長 1 名、ス
タッフ若干名ではキャパシティの限界を超えている。
本部事務局は日常の会務運営の要であるので、他の
委員会並みに委員や幹事を置いて機能強化を図る必
要がある。また、本部事務局長に万一のことがあっ
た場合、会務運営に重大な支障をきたすことになる
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ため、これを代行する者（本部事務局次長）を置く
ことが不可欠である。また、アウトソーシングによ
り業務の効率化とコストダウンを図る必要がある。 
・委員会等における委員・幹事の明文化：慣例により、
委員＝理事、幹事＝理事以外の会員となっているが、
明文化されていないため、明確な規定を設ける必要
がある。 
③ 今後の対忚 
・2011 年度につき、2011 年度の会計決算業務は会計
委員会が責任を持って取りまとめを行い、監査役の
監査をうけ、総会に諮ることとする。各委員会およ
び事務局は従来通り、会計要領に基づいて適切に予
算を執行し、決算資料を整え、期日（9 月 30 日）ま
でに会計委員会委に提出する。支部・研究部会の決
算については企画運営委員会の管轄下にあることか
ら、同委員会がこれを取りまとめ、会計委員会に提
出する。 
・今後につき、持続的な会計業務のありかたについて、
会計委員会や常任理事会等で議論をし、「理事懇談
会」においても問題の共有を図る。具体的には、第 1
に、定款の記述の曖昧さを回避するために、会計業
務全般、特に会計委員会と本部事務局の役割等につ
いて、機構改革や制度整備等を行う。第 2 に、業務
の効率化の観点からアウトソーシングの可能性を検
討する。第 3 に、業務の煩雑化を解消し透明性を向
上させるために半期決算の導入について検討する。 
・持続的な会務運営のための機構改革を進めるよう、
各委員会・事務局の業務や役割等について必要な見
直しを行い。ひきつづき常任理事会や理事会で検討
し、「理事懇談会」で共有していく。 
３．会費累積滞納者への対忚および会員の持続的定着
について（資料⑧） 
野田本部事務局長より会費累積滞納者への対忚およ
び会員の持続的定着に関して資料にもとづき、現状と
課題の説明がなされ、これを了承した。また、退会処
分者および今後について、協議の結果、以下のように
決定した。 
(ｱ) 定款第 7 条 2 項により、2011 年 1 月 13 日現在の
3 年以上会費の 3 年以上累積滞納 155 名が退会処分
とすることが適当であると了承し、理事会に諮る。 
(ｲ) 今後については、以下の通り本部事務局長の説明
による現状と課題を踏まえて、会費累積滞納者への
対忚および持続的定着について、常任理事会、理事
会で検討するとともに、「理事懇談会」で共有する。
具体的には次の通り。 
・問題の会員への共有：累積会費滞納者が多くおり、
学会の財政危機を招きかねないという現実問題を会
員の方々にも共有していただくよう、ニューズレタ
ー等をつうじて働きかける。 
・会費未納者へのペナルティ：会費累積滞納者の中に
は、入会 1 年目から 3 年間会費未納のまま、会員サ
ービスを受けている者もいる。現行体制では入会が
承認されると同時に会員サービスが受けられるよう
になっており、未納者に会員サービスの停止等のペ
ナルティを課すことが難しい状況にある。今後は、
入会1年目から会費滞納している会員の数を調査し、
何らかの対策を講ずる必要がある場合には、会費納
入を確認後に会員サービスを開始するといったよう
に現行体制を改めるよう、検討する。 
・会員の持続的定着に関する現状調査：現段階では学
会員の入会動機および継続動機が分からないので、
入退会時にその理由を調査する等により、会員の持
続的定着のためにどのようなインセンティブが必要
かを検討する。 
・「人材育成委員会」等による若手の育成と定着：若手
とくに学生会員のなかには大学院修了とともに会費
を滞納し、退会処分となるものも多い。若手は将来
の学会の担い手であり、持続的な定着を図り、学会
を盛り上げていってもらえるよう、専門の委員会を
設置する等により、積極的な対策を取るよう検討す
る。 
4. 理事懇談会について 
西川会長より、本学会が抱える諸課題について共有
する「理事懇談会」の開催について提案があり、協議
の結果、以下の日程で行うことが決定した。 
日 時：2011年 6月 3日 13時 30分～16時 30分 ＊
第 12 回春季大会の前日     場所：早稲田大学 
5. 学会賞選考内規の改定について（資料⑨） 
 下村副会長より学会賞選考内規の改定について資料
にもとづき提案があり、協議の結果、承認された。詳
しくは「国際開発学会賞選考内規」を参照。 
6. 学会誌の寄贈について（資料⑩a） 
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 鈴木学会誌編集委員長より、学会誌の寄贈につい
て資料にもとづき説明と提案がなされ、協議の結果、
以下のように了承した。 
・これまで学会誌である『国際開発研究』を 102 組織
に寄贈してきた。しかしながら、予算削減の観点か
ら寄贈先を精査する必要があるため、『国際開発研究
第 19 巻 2 号』からは新規の寄贈依頼の受け付けを中
止していた。（第 96 回常任理事会議事録、参照） 
・前回常任理事会では不必要な団体を精査することを
協議したが、学会誌編集委員長だけでは判断しかね
るため、今回継続送付を望むかどうか依頼状と共に
『国際開発研究第 20 巻 1 号』を寄贈先に送付する予
定である。返信される依頼状をもとに今後の寄贈先
を確定していく。 
7．『国際開発研究』論文情報のホームページ掲載につ
いて（資料⑩b） 
鈴木学会誌編集委員長より『国際開発研究』論文情
報のホームページ掲載につい資料にもとづき説明と提
案がなされ、以下のように了承した。 
・『国際開発研究』に掲載されている論文を国際開発学
会のホームページに掲載することが第 97 回常任理
事会で協議されてきた。（第 97 回常任理事会議事録
参照） 
・『国際開発研究』第 13 巻 1 号から第 20 巻 1 号まで
の PDF ファイルが入手可能であるため、国際開発学
会のホームページからアクセス出来るよう整備を進
めていきたい。 
・また兼ねてから指摘があった発表論文の英語訳であ
るが、現在既存発表論文の英語版タイトルの電子化
を行っている。これが完成し次第、それをホームペ
ージに掲載出来るようにしたいと考えている。しか
しながら、現行の国際開発学会のホームページは全
て日本語であり、英語訳がなされていない。そこで、
今後 English ページの新設、およびホームページへ
の既発表論文英語版タイトルの掲載に向けて、勝間
広報委員長と一緒に作業を進めていく。 
8. 会員の退会について（資料⑪） 
野田本部事務局長より資料にもとづいて、以下の点
の説明があり、これを了承した。 
・2 名の退会届を受理し、これを了承した。 
・会費 3 年以上累積滞納者 155 名につき、定款第 7 条
2 項により退会処分とすることが適当であると了承
し、理事会に諮ることとなった。 
＊常任理事会終了後、理事会開催までの期間に 2 名の
会費納入が確認されたため、理事会には 153 名の退
会処分が提案された旨、本部事務局長より説明がな
され、これを了承した。 
9. 入会希望者の審査について（資料⑫） 
野田本部事務局長より資料にもとづき 21 名の入会
申し込みについて提案があり、審査の結果全員を適正
と認め、理事会に諮ることになった。 
10.その他  特になし 
11. 次回(第 99 回)常任理事会について 
 次回第 99 回常任理事会は、2011 年 4 月 8 日、14 時
より早稲田大学で開催する。 
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資料⑫「入会希望者の審査について」 
回覧資料①「第 1 回（平成 22 年度）日本学術振興会 有
志賞受賞者の決定について（お知らせ）」 
回覧資料②「国立民族学博物館学術情報リポジトリへ
の登録および公開許諾について（依頼）」 
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回覧資料③「入会申込書」                    
＊本議事録は全常任理事会メンバーに確認のうえ掲載。 
 
第 99回常任理事会 
期 間：3 月 18 日 15:30～19 日 15:30 
方 法：メールによる持ち回り方法 
＊東北関東大震災対忚のための緊急措置 
協議事項 
議題 1：非常時緊急用メーリングリスト（JASID-EML）
および設立と運用方法について 
1) 国際開発学会の全会員を対象とした、非常時緊急
用メーリングリスト(JASID-EML)を設立する。 
2) 本部事務局が管理運営にあたり、緊急を要する情
報についての判断および発信は会長、副会長または
本部事務局長が行い、常任理事会、理事会に報告す
る。 
3) 使用目的は以下の通りとする 
・会員への緊急連絡情報の提供 
・災害の救援・復興等、本学会員の知見・経験等が社
会貢献に資すると思われる情報の提供 
・その他、会長、副会長または本部事務局長が必要と
判断する情報の提供 
4）理事からの情報提供依頼 
・理事は全会員に緊急に情報を共有する必要がある場
合、本部事務局に対して、本メーリングリストを通
じての情報提供を依頼することが出来る。 
5）留意事項 
・本メーリングリストは、非常時緊急用に限定する。 
・会員の自由な情報提供の場としては、従来の国際開
発学会メーリングリスト(JASID-NEWS)を用いるこ
ととする。 
・また、会員の自由な情報提供および意見交換の場と
しては、国際開発学会掲示板（JASID-BBS)を利用
することする。 
議題 2：国際開発学会会員掲示板（JASID-BBS）の設
立と運用方法について 
 野田本部事務局長より以下の通り提案があり、協議
の結果原案通り承認された。 
1) 国際開発学会の全会員を対象とした、「国際開発学
会会員掲示板（JASID-BBS）」を設立する。 
2) 当面は本部事務局が管理運営にあたる。 
3) 使用上の留意事項 
・会員は本学会の目的に沿った情報提供・意見交換を
行うことが出来る。 
・会員は投稿に際し、氏名(所属先）を明示する。ハン
ドルネーム不可とする。 
・本学会の目的に沿わない投稿および誹謗中傷等不適
切な投稿については、管理運営者の判断で削除・投
稿禁止とすることが出来る。 
議題 3：国際開発学会の電子メディア等の役割と位置づ
けに関する整理について 
野田本部事務局長より、今回の非常時緊急用メーリ
ングリスト（ JASID-EML ）および会員掲示板
（JASID-BBS）の設立を踏まえて、本学会の電子メデ
ィア等の７つのメディアについて、役割と位置づけ以
下の通り整理したい旨、提案があった。協議の結果、
原案通り承認された。 
1)  常任理事会メーリングリスト（JASID-Exec. 
Board） 
・常任理事会メンバー限りとし、双方向で日常的会務
運営事項の情報共有のために随時活用する。 
・非常等特別の必要がある場合には、会長の招集によ
り、メーリングリストによる持ち回り常任理事会を
開催し、会の運営の非常時意思決定（ただし、定款
に定められた理事会による決定事項を除く）を行う
ことができる。理事会にはメーリングリストにて事
後報告を行う。 
・本メーリングリストは本部事務局が管理する。 
2）理事メーリングリスト（JASID-Board）  
・理事会メンバー限りとし、双方向で会務運営事項に
関する情報交換等のために随時活用する。 
・非常時には、会長の招集により、メーリングリスト
による持ち回り理事会による意思決定（定款に定め
られた理事会マターおよび会務に関わる重要事項
等）を行うことができる。 
・通常時においては、会長の招集により、原則会員の
入退会に限ってメーリングリストによる持ち回り理
事会を行うことができる。 
・本メーリングリストは本部事務局が管理 
3） 非常時緊急用メーリングリスト（JASID- 
Emergency ML） 
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・全会員に対し（一般非公開）し、非常時に一方通行
で会員宛の緊急を要する重要情報を本部事務局から
配信する。 
・情報提供は理事からのみ受け付け、会長、副会長、
本部事務局長で判断のうえ、配信する。 
・本メーリングリストは本部事務局が管理 
4）ニュース ML（JASID-News） 
・全会員に配信するとともに、配信される情報は転送
を禁じていない場合に限り、一般にも公開すること
が可能である。 
・通常の情報共有メディアとして、広報委員会より原
則週 1 回配信される。会員は広報委員会を通じて、
情報配信を依頼できる。ただし、配信された情報に
対して、本メーリングリストを通じての返筓はでき
ない。 
・本メーリングリストは広報委員会が管理する。 
5）掲示板（JASID-BBS)、 
・全会員に公開するとともに、一般にも閲覧のみ可能
な形で公開し、随時、会員間の自由な双方向の情報
共有・意見交換を、掲示板への書き込みを通じて行
うことができる。現時点では、パスワード制限は設
けていないが、今後の利用状況等によって、こうし
た制限を行うこともある。 
・本掲示板は当面本部事務局が管理する。 
6）ホームページ 
・全会員に公開するとともに、一般にも公開し、会員
および一般向けの情報提供を随時行う。情報提供は、
会員より広報委員会が適当と認めた場合に受け付け
る。 
・ホームページは広報委員会が管理 
7）ニューズレター 
・全会員に配布し、本学会にかかわる重要な情報を広
報委員会が年 3 回発行する。第 81 号（2011 年 10 月
発行予定）からは、電子版による配布とする方針。 
・原稿の投稿は原則として広報委員会の依頼によるも
のとする。 
・ニューズレターは広報委員会が編集・発行する。 
＊本議事録は全常任理事会メンバーに確認のうえ掲載。 
 
 
 
 
JASID-COEの審査結果について 
 
JASID-COE 審査委員長 
 野田 真里(中部大学) 
 
本学会の 20 周年記念事業の目玉事業の一つとして、
若手研究者の国際交流・人材育成支援」研究助成
（JASID-COE）が実施され、厳正なる審査の結果、次
の通り受賞者が選ばれ、理事会の承認をへて助成を行
うことが決定されました。 
・大垣俊朗会員(東京大学大学院工学研究科博士後期課
程） 
「開発プロジェクトに対する住民の態度形成への交
友関係の影響」 
・山下哲平会員（日本大学生物資源科学部助教） 
「永久凍土地帯における自然環境資源利用・管理手
法開発と環境意識－特に水管理に係る自然科学的メ
カニズムの解明と農村の協調的行動に着目して」 
JASID-COE には、国際開発に関する様々な分野から
気鋭の若手研究者 9 名にご忚募をいただき、第 11 回春
季大会（北海道大学）のポスターセッションにて第 1
次審査を行いました。また、2010 年 10 月 16 日に、3
名につき第 2 次審査を行いました。いずれも国際開発
研究の未来を感じさせる大変意欲的な研究であったこ
とをうれしく思います。また、審査にあたり多大なご
尽力をいただきました会員の先生方にあつく御礼申し
上げます。 
今後につきましては、11 月に開催される第 22 回全国
大会にて受賞者両名の研究成果発表が行われ、学会誌
への論文投稿がなされることとなっております。また、
JASID-COE 事業の継続等につきましては、両名の研究
成果をふまえて検討することとなっております。 
本学会は、創設以来、若手の人材育成に重大な関心
をもって注力してきており、これが今日の本学会の発
展につながっているといえるのではないでしょうか。
僭越ながら小生も大学院生部会第 2代为査を務める等、
本学会に育てていただいた一人であると御礼申し上げ
ます。現在、学生会員が全会員の約 20％を占め、本学
会に若い活力をもたらしており、若手に大学院生部会
や大会における発表、そして今回の JASID-COE 等の活
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動の場を提供することで、多くの優秀な若手が育って
まいりました。こうした若手会員の多くが、国際開発・
協力の各分野でグローバルに活躍し、高い評価をいた
だいております。国際開発・協力の人材育成は時間と
手間のかかる営みではありますが、こうした取り組み
と成果を踏まえて、この良き学会の伝統が今後ともよ
り一層、継続・強化されていくことを祈念いたします。 
 
 
国際開発関連の新刊書の紹介 
本 NL では、国際開発・国際協力関連の新刊書ご紹介のコーナーを 4 月、11 月の年２回設けることになりました。BOOK 
Web データや大手書店、そしてアジア経済研究所図書館の新刊書案内から開発関連書をピックアップしています。コ
ピーは、書店広告や当該書目次、上記案内等から抜いており、国際開発学会の見解を反映するものではありません。
紹介洩れ等、お気づきの点は、担当の中野佳裕（nakano.aube@gmail.com）までお知らせ下さい。 
開発理論 
 肥満と飢餓―世界フード・ビジネスの不幸のシステム 
パテル，ラジ【著】〈Ｐａｔｅｌ，Ｒａｊ〉 佐久間 智子【訳】作品社 （2010/09/20 出
版）  
価格： ￥2,730 (税込) 
 
世界の農民と消費者を不幸にするグローバル・フードシステムの実態と全貌を明らかに
し、单北を越えて世界中で絶賛された名著。 
 
 
 
 世界とつながるビジネス―ＢＯＰ市場を開拓する５つの方法 
国連開発計画（ＵＮＤＰ）【編】 吉田 秀美【訳】英治出版 （2010/11/25 出版） 価格： 
￥2,100 (税込) 
 
革新的なアイデア×人と人のつながり×新たな市場への挑戦、こんな仕事をしてみたい！
みんなにとって嬉しいこと。世の中を変えるようなこと。世界４０億人の「切実な願い」
＝「本物のニーズ」に目を向けて、頭とハートで闘うビジネス！―いろんな事例満載の実
践ガイド。 
 
 
 
 脱成長の地域再生 
神野 直彦 高橋 伸彰【編著】ＮＴＴ出版 （2010/12/08 出版） 価格： ￥2,310 (税込) 
「成長」から「生活」へ―人々の生活の「場」としての地域を能動的に回復するための確
かな指針を示す。 
序章 なぜ、いま地域再生なのか 
第１章 地域再生を阻む日本の税構造―スウェーデン、イギリスとの比較研究 
第２章 多様化する貧困と医療・年金危機―地域の安全はなぜ务化しているのか 
第３章 自治体行政の課題と役割―「市民の政府」に向けて 
第４章 コミュニティと地域再生―縦割りの壁を超えて 
第５章 生活公共の創造―家族生活から出発する 
第６章 参加ガバナンスの可能性―市民活動の実践から地域を考える 
終章 成長の先に地域再生はない 
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 宗教と開発―対立か協力か？ 
ジェフリー・ハインズ【著】阿曽村 邦昭 阿曽村 智子【訳】 
麗澤大学出版会 （2010/12/18 出版） 価格： ￥5,880 (税込) 
 
宗教の影響がますます深まっている２１世紀の発展途上世界開発に、「宗教」は、何をな
し得るのか？紛争、平和構築、貧困、環境、保健、教育等、途上国が抱える諸問題につい
ての豊富な事例研究に基づき、「宗教と開発」の全体像を理論的、包括的に論じた画期的
な「国際開発研究」必携テキスト。 
 
功利的理性批判―民为为義・贈与・共同体 
アラン・カイエ【著】 藤岡 俊博【訳】以文社 （2011/01/25 出版） 価格： ￥2,940 (税
込) 
 
“利益”を絶対視する「経済的モデル」があらゆる領野の思考を枯渇させ“市場”の覇権
と荒廃をもたらした。危機感を抱く社会科学者たちが“贈与論”のモースの名の下に結集
し、新しい「一般社会科学」と新しい民为为義への可能性を切りひらいた画期的宣言書。 
 
 
 
勁草テキスト・セレクション 開発政治学入門―途上国開発戦略におけるガバナンス 
木村 宏恒 近藤 久洋 金丸 裕志【編】 
勁草書房 （2011/02/25 出版） 価格： ￥3,150 (税込) 
 
本書は、開発途上国のガバナンスをより広く開発政治学としてとらえ、開発経済学、開発
社会学と並ぶ国際開発学の３大学問領域の１つとして、その体系化を試みたものである。 
開発と国家、開発と民为为義、開発援助とガバナンス支援を柱に、本書を構成している。 
開発協力・援助 
 
開発の政治経済学―グローバリゼーションと国際協力の課題 
稲葉 守満【著】時潮社 （2010/09/30 出版） 価格： ￥4,725 (税込) 
 
「経済の究極にあるのは政治である」―途上国の開発援助の問題に直接長年取り組んでき
た著者が、国際社会は、途上国の開発援助について、途上国社会の構造的特徴を十分理解
し、在来の「開発経済学的」アプローチを越えた「政治経済学的」アプローチを採用すべ
きであると提言する。 
 
 
 
NO PHOTO 
京都大学経済学叢書 国際経済協力の制度分析―開発援助とインセンティブ設計 
宮崎 卓【著】有斐閣 （2010/10/15 出版） 価格： ￥5,040 (税込) 
 
第１章 国際経済協力への視点 
第２章 制度変更としての国際経済協力 
第３章 経済協力における便益と利得 
第４章 経済協力における費用の考察 
第５章 契約ドメインの考察 
第６章 アウトプットドメインの考察 
第７章 アウトカムドメインの考察 
第８章 説明責任ドメインの考察 
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国際公共政策叢書〈１９〉開発援助政策 
下村 恭民【著】日本経済評論社 （2011/01/25 出版） 価格： ￥3,150 (税込) 
 
なぜ援助が行われるのか。援助国政府・ＯＤＡの理念や動機はどう作用し、ＮＰＯなど多
様な利害関係者の途上国・国際社会・援助国内での働きかけがどう影響するのか。具体的
事例を通じ検討する。 
 
創成社新書 国際協力の誕生―開発の脱政治化を超えて 
北野 収【著】創成社 （2011/02/20 出版） 価格： ￥840 (税込) 
 
人道支援や開発援助は、誰の役に立っているのか？人助けと国益のはざまで揺れる「国際
協力」の核心に迫る。 
 
国際開発協力の政治過程―国際規範の制度化とアメリカ対外援助政策の変容 
小川 裕子【著】東信堂 （2011/02/28 出版） 価格： ￥4,200 (税込) 
開発経済学に依拠した途上国開発の内容検討から、援助国側政策の国際政治学的分析へ―
本書におけるこの既存研究路線の転換が孕む意味は大きい。援助超大国アメリカの最近の
行動変化、すなわち、国益優先を堅持し、期待される協力から逸脱を繰り返してきた従来
の国家行動が、貧困削減への積極的姿勢に転じた経緯の追究を通じ、国際開発規範の法制
度化等、その高次化が果たす役割の分析・考察を中心に、国際開発協力に新たな展望を拓
く力作。 
 
 
 
 
 
日本のＯＤＡの国際評価―途上国新聞報道にみる日米英独仏 
戸川 正人 友松 篤信【著】福村出版 （2011/02/28 出版）価格： ￥3,675 (税込 
 
世界５大援助国の ODA に関する途上国新聞報道を「報道レピュテーション指数」を用い
て量的に比較分析した。これに質的な比較分析を加えて、べトナム、パキスタン、ケニア
の新聞報道にみる日本の ODA の評価、「現場为義」および説明責任の特徴を探った。 
社会開発 
 
開発援助がつくる社会生活 ― 現場からのプロジェクト診断 
青山和佳 受田宏之 大学教育出版 （2010/06 出版）価格： ￥2,520 (税込) 
 
援助プロジェクトは生き物である。 
それは複数の社会をまたがる試行錯誤の過程であり、 
全知全能の設計者でも「ムダ」の排除は難しい。 
第三者としてではなく当事者として個々の現場を見てみよう。 
誰にとっても「正解」となる援助など存在しないのである。 
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中国都市社会と草の根ＮＧＯ 
古賀 章一【著】御茶の水書房 （2010/06/15 出版） 価格： ￥3,990 (税込) 
 
「一党独裁」の強固な政治体制を前にして、草の根ＮＧＯは政府とどのような関係を結び、
どのように公益活動を展開しているのか。中国都市社会に芽生えつつある「市民社会」の
可能性を探る。 
 
 
 
「開発と文化を問う」シリーズ〈１２〉支援・発想転換・ＮＧＯ―国際協力の「裏舞台」
から 
真崎 克彦【著】新評論 （2010/10/10 出版）価格： ￥3,150 (税込) 
 
目的論・機械論的な発想で安易に支援が進められた場合、どのような局面で「根本的な問
題」に向き合えなくなってしまうのか、そして「当面のニーズ」への対処に朝われがちと
なるそうした事態を乗り越えるにはどのような「発想転換」が必要なのか、それらを具体
的な「地域社会開発支援」の事例を挙げながら読者とともに考えていく。 
 
 
 
 
途上国障害者の貧困削減―かれらはどう生計を営んでいるのか 
森 壮也【編】岩波書店 （2010/11/02 出版） 価格： ￥6,405 (税込)  
 
世界の貧困層の３割、途上国農村部の貧困層の２割を占めると言われる障害者。 
世界的な貧困削減を進めるうえで、途上国の障害者の生計向上は重要な課題である。 
丹念な調査で得られた多角的データから、従来の政府統計などでは十分に把握されてこな
かった、かれらの暮らしの現実を浮き彫りにし、貧困削減戦略の再構築をめざす。 
 
 
 
 
開発教育実践学―開発途上国の理解のために 
前林 清和【著】昭和堂 （2010/11/30 出版） 価格： ￥2,625 (税込) 
 
第１部 開発教育の考え方（開発教育と開発；開発教育の視点；学習方法と教材・プログ
ラム開発；ファシリテーター） 
第２部 開発教育の実践（グローバリゼーションと開発；貧困と開発；教育と開発；健康
と開発；人口と開発；紛争と開発；災害と開発；環境と開発） 
 
 
 
 
地域研究 
 
森の小さな「ハンター」たち―狩猟採集民の子どもの民族誌 
亀井 伸孝【著】京都大学学術出版会 （2010/02/20 出版） 価格： ￥3,570 (税込) 
 
遊び・狩猟採集そして「学校」、圧倒的なリアリティで迫る、森の子どものフィールドワ
ーク。 
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アフリカから学ぶ 
峯 陽一 武内 進一 笹岡 雄一【編】有斐閣 （2010/09/15 出版） 価格： ￥2,415 (税
込) 
 
アフリカの歴史をユニークな視点から読み解き、問題のルーツを探るとともに、紛争と貧
困の解決に向けてたくましく生きる人々の姿を描き出す。 
支援に携わってきた著者たちが伝える、現場からのメッセージとは―。 
 
 
 
 
 
タイ農業概観―持続的農業開発のモデルを求めて 
小金丸 梅夫【著】東京農業大学出版会 （2010/10/01 出版） 価格： ￥2,940 (税込) 
 
第１章 タイ農業概観 
第２章 タイの熱帯果実生産と市場出荷 
第３章 タイ国王イニシアティブによる農業・農村開発 
第４章 「自給自足経済」を指向する農民共同学習センター 
第５章 カセサート大学（ＫＵ）恒例の農業フェスティバル 
第６章 タイ農業実習・見聞記 
第７章 その他魅力的なタイ農業 
第８章 タイのＯＴＯＰ（一村一品運動） 
第９章 タイのＦＴＡ（自由貿易協定） 
第１０章 タイがリードする国際農業協力 
 
 
 
NO PHOTO 
 
模倣型経済の躍進と足ぶみ―戦後の日本経済を振り返る 
大塚 啓二郎 東郷 賢 浜田 宏一【編】ナカニシヤ出版 （2010/10/05 出版） 価格： 
￥3,990 (税込) 
 
わが国の戦後経済発展のあり方を多面的に検証し、「模倣型」から「創造型」経済への転
換を提言する。 
 
 
 
 
NO PHOTO 
 
貧困からの脱出―ペルー、ビジャ・エルサルバドル市の体験 
原田 金一郎【著】 ふくろう出版 （2010/10/09 出版）価格： ￥2,100 (税込) 
 
地球の裏側ペルーの地方都市ビジャ・エルサルバドルの人びとはいかにして貧困と向き合
い、支えあって笑顔で暮らしていけるのか？現地に多くの友人を持ち、“ビジャ・エルサ
ルバドルの事情通”を自認する筆者渾身の現地取材記。 
 
 
研究双書 グローバル競争に打ち勝つ低所得国―新時代の輸出指向開発戦略 
山形 辰史【編】アジア経済研究所 （2011/01/24 出版） 価格： ￥3,150 (税込 
 
第 1 部 開発戦略の現在 
第 2 部 輸出指向開発の戦略と展開 
第 3 部 輸出指向開発の事例 
第 4 部 輸出指向開発の条件 
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アフリカ地域研究と農村開発 
掛谷 誠 伊谷 樹一【編著】京都大学学術出版会 （2011/02/28 出版） 価格： ￥4,935 
(税込) 
 
「停滞するアフリカ」としばしば言われるが、本当に「停滞」なのか？多くの村々での徹
底したフィールドワークからアフリカの生態・社会・文化の特性をあぶり出し、それを生
かした「アフリカ的発展」「アフリカ型農村開発」を目指す、地域研究からの開発アプロ
ーチ。 
グローバル資本为義の流れに抗し、内発的発展の可能性に挑む。 
 
 
 
環境 
 
早稲田大学学術叢書 霞ヶ浦の環境と水辺の暮らし―パートナーシップ的発展論の可能性 
鳥越 皓之【編著】早稲田大学出版部 （2010/04/16 出版） 価格： ￥6,825 (税込) 
 
第１章 霞ヶ浦における三つの開発の型 
第２章 子どもの活動からみたローカル・ルール 
第３章 水辺の遊びと労働の環境史―持たざる者の権利としてのマイナーサブシステンス 
第４章 漁場の利用と漁業技術 
第５章 水辺コミュニティにおける水利用史―水利用のあり方と湖との距離感 
第６章 霞ヶ浦の水神信仰と祭祀の担い手 
第７章 水質浄化のボランティア 
第８章 水辺の都市のボランティアとＮＰＯ 
第９章 霞ヶ浦の湖畔住民の環境意識 
第１０章 パートナーシップ的発展論の可能性 
 
 
 
越境する環境倫理学―環境先進国ドイツの哲学的フロンティア 
コンラート・オット，マルチン・ゴルケ【編著】滝口 清栄 ヴァルナー，アンドレアス
【監訳】 
現代書館 （2010/09/30 出版） 価格： ￥2,835 (税込)  
 
「絶対的な善」がない環境問題に哲学者はいかに挑んだのか？安易な自然礼讃・文明批判
を超え、希望の根拠を探る哲学者たちの挑戦。ドイツ哲学の視線が環境問題の争点を、隇
なく照らし出す。 
 
 
 
 
 
研究双書国際リサイクルをめぐる制度変容―アジアを中心に 
小島 道一【編】アジア経済研究所 （2010/10/08 出版） 価格： ￥3,885 (税込) 
 
第１部 国際リサイクルの現状と課題 
第２部 各国の再生資源・有害廃棄物管理法制 
第３部 再生資源・有害廃棄物の越境移動に関する国際的管理に向けて 
適正な国際リサイクルのための制度的な枠組みの構築にむけて 
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NO PHOTO 
 
近世の環境と開発 
根岸 茂夫 大友 一雄 佐藤 孝之 末岡 照啓【編】思文閣出版 （2010/12/30 出版）  
価格： ￥7,875 (税込)  
 
第１編 環境と身分・法・大地 
第２編 開発と景観・生活・生業 
第３編 治水と環境 
第４編 環境と山 
 
 
 
広報委員会より 
 
広報委員長        
 勝間 靖（早稲田大学） 
 
東日本大震災によって被災された会員の皆さまに、心
よりお見舞い申し上げます。多くの会員の方が、直接的
または間接的に大震災の影響を受けていらっしゃること
に、心を痛めております。今こそ、国際開発学の研究コ
ミュニティが一致団結して、研究／教育／実践における
協力を強化すべきかと思います。 
 大震災の影響によって、研究会やシンポジウムの中止
や延期が発生しましたので、広報委員会としては、学会
メーリングリストを通して、情報の配信を行いました。
本ニューズレターの巻頭記事にあるとおり、第 12 回春季
大会についても開催場所が変更されましたので、情報の
混乱のないように、会員の皆さまに周知させて頂きたい
と考えています。 
 さて、これまでの「広報委員会より」でお知らせした
とおり、本ニューズレターは完全電子化される予定です。
常任理事会で方向性が決められており、すでに理事会と
総会においても報告させて頂きました。実際に完全電子
化される時期ですが、今年の 10 月号からの実施を計画し
ています。これによって、ニューズレターと封筒の印刷
費、封入作業の人件費、メール便による発送費などが大
幅に削減される見込みです。経費削減された分は、国際
開発学会の研究活動のさらなる活性化に役立てられるこ
とになっています。 
 
入退会会員のお知らせ 
 
       本部事務局長 
野田 真里（中部大学） 
 
第 54 回理事会承認 
【入会】（順不同・敬称略） 
（正会員‐24 名） 
平野 研（北海学園大学）、内藤智之（（独）国際協力
機構）、岡崎悦子（神戸大学都市安全研究センター）、田
中由美子（（独）国際協力機構)、上野悦子（日本障害者
リハビリテーション協会）、野際紗綾子（特定非営利活動
法人 難民を助ける会（AAR JAPAN)）、井関ふみこ（グ
ローバルリンクマネージメント（株））、石原伸一（ロン
ドン大学教育研究所）、レクプリチャクル タマナ（総合
地球環境学研究所）、鶴井視記子（株式会社サステイナブ
ル）、大塲麻代（広島大学教育開発国際協力研究センタ
ー）、三谷純子（関東学園大学）、山下研、（（財）日本環
境衛生センターアジア大気汚染研究センター）、飯塚倫子
（United Nations University-Maastricht Economic Research 
Institute on Innovation and Technology)、武藤めぐみ（（独）
国際協力機構）、米良彰子（特定非営利活動法人 オック
スファム・ジャパン）、石井貴春（（独） JICA 研究所）、
本浜秀彦（沖縄キリスト教学院大学）、平野光隆（株式会
社 電通）、CEMAL ATICI（Adnon  Mendevei Univ., 
Turkey IDE-JETNO, VRF）、石川竜一郎（筑波大学 シス
テム情報工学研究科）、森正蔵（（株）日水コン）小山匡
（（独）国際協力機構）、不和信彦（早稲田大学アジア太
平洋研究科） 
（学生会員‐26 名） 
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井上直美（University for Peace/Institute of Developing 
Economic Advanced School）、甲斐田きよみ（名古屋大学
大学院国際開発研究科）、本郷良和（横浜国立大学大学院
国際社会科学研究科）、前田康雄（北海道大学大学院 国
際広報メディア・観光学院）、芦田明美（神戸大学大学
院）、中尾雄（慶應義塾大学 法学部政治学科）、栗原優
介（アジア経済研究所開発スクール）、那須田晃子（一橋
大学大学院経済学研究所）、森悠子（一橋大学経済学研究
所）、ガディ アジーム ダツド（名古屋大学医学系研究
科）、谷口美代子（東京大学大学院 総合文化研究科）、
松尾寛子（神戸大学大学院国際協力研究科）、森田晃世（早
稲田大学大学院アジア太平洋研究科）、渡辺明美（早稲田
大学大学院アジア太平洋研究科）、莫日根達来（東京工業
大学理工学研究科）、町田和俊（東京工業大学大学院理工
学研究科）、佐藤希（神戸大学）、山本雅（神戸大学国際
協力研究科）、高畑純一郎（一橋大学）、古川光明（一橋
大学社会学研究科）、岩月彩香（名古屋大学大学院国際開
発研究科）、奥村哲郎（東京工業大学）、姜圭垣（Graduate 
School of Asia Pacific Studies, Waseda University）、山田 
悦子（東京大学）、川崎智也（東京工業大学）、巴天星（東
京工業大学） 
以上、50 名（正会員 24 名、学生会員 26 名）の入会が
第 54 回理事会（持ち回り）にて承認されました。 
【退会】（順不同・敬称略） 
饗場崇夫、佐藤素子、本多かおり 
以上 3 名（正会員 2 名、学生会員 1 名）の退会が第 54
回理事会（持ち回り）にて報告・承認されました。 
【会員数動向】＊2010 年 9 月 17 日現在、 
第 54 回理事会（持ち回り）承認分を含む。 
会員数 1,878 名（正会員 1,475 名、学生会員 400 名、賛
助会員なし、名誉会員 3 名） 
 
第 55 回理事会承認 
【入会】（順不同・敬称略） 
（正会員‐19 名） 
内倉 嘉彦（(株)オリエンタルコンサルタンツ）、中村 
真規子（太成学院大学人間学部人間文化学科）、山田 満
（早稲田大学社会科学総合学術院）、佐藤 明史（（株）
九州テクノリサーチ）、松本 重行（（独）国際協力機構）、
兵藤 智佳（早稲田大学平山郁夫記念ボランティアセン
ター）、西尾 雄志（日本財団学生ボランティアセンタ
ー）、外川 昌彦（広島大学）、杉浦 功一（和洋女子大
学）、壽賀 一仁（一般社団法人 あいあいネット）、伊
藤 成朗（日本貿易振興機構アジア経済研究所）、半田 
晋也（みずほコーポレート銀行）、髙橋和志（日本貿易振
興機構アジア経済研究所）、本田慶子（国際協力銀行）、
石井 貴春（国際協力機構ＪＩＣＡ研究所）、佐々木 仁
（三菱総合研究所）、脇田 紗恵子（NTC インターナシ
ョナル（株））、岩本 彰（NTC インターナショナル
（株））、坂根 宏治（（独）国際協力機構） 
（学生会員‐19 名） 
グォン セッティクン（名古屋大学大学院）、アロング
ナ（名古屋大学大学院環境学研究科）、堀田 彰子（オー
クランド大学）、清水 雅一（福岡大学大学院）、上田 直
子（東京大学大学院）、北野 玲（名古屋大学大学院環境
学研究科）、セオドール・リカルテ（名古屋大学大学院環
境学研究科）、福田 聖子（名古屋大学大学院国際開発研
究科）、髙橋 遼（東京大学大学院）、木村貴子（明治学
院大学大学院）、金 柔美（早稲田大学アジア太平洋研究
科）、清水 弘幸（早稲田大学）、會田 剛史（東京大学
大学院経済学研究科）、ワンナラ・ブラント（神戸大学国
際協力研究科）、杜 華（東洋大学大学院国際地域学研究
科）、笠井 勝也（政策研究大学院大学）、岡部 正義（東
京大学大学院）、和田 桃香（名古屋大学大学院国際開発
研究科）、小島 千佳（名古屋大学大学院国際開発研究科） 
以上、38 名（正会員 19 名、学生会員 19 名）の入会が第
55 回理事会にて承認されました。 
【退会】（順不同・敬称略） 
山下 道子、天野静、御手洗章弘、陣野代利子、渡辺
泰介、中川恵理子、ピチワト・ワッタナチャイ、中内恒
夫、鳥居泰彦、古田直樹、大村昌弘、中島葉子、笠井千
賀子、アナハギベレスクロキ、野田順康、中川圭吾、勝
股悠、江川まさみ、竹内麻衣子 
以上 19 名（正会員 14 名、学生会員 5 名）の退会が第
55 回理事会にて報告・承認されました。 
【会員数動向】＊2010 年 12 月 4 日現在、第 55 回理事会
承認分を含む。 
会員数 1,890 名（正会員 1,486 名、学生会員 401 名、賛
助会員なし、名誉会員 3 名） 
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第 56 回理事会承認 
【入会】（順不同・敬称略） 
（正会員－10 名） 
河合 克之（神戸大学）、竹中 珠代、幸田 佳子（個
人コンサルタント、JICA 研究所非常勤研究員兼任）、上
田 隆文（（独）国際協力機構、伊藤 紀子（東京大学）、
向野 能里子（横浜市立大学）、川本 健（埼玉大学理工
学研究科）、小松 登志子（埼玉大学理工学研究科）、田
中 規男（埼玉大学理工学研究科）、矢尾 和也（国際協
力機構） 
（学生会員－11 名） 
TKRUONG THUHA（神戸大学）、末永 明美（神戸大
学 国際協力研究科）、古川 恵（神戸大学 国際協力研
究科）、福本 麻美（神戸大学 国際協力研究）、Valle 
Torres Mayra Gisela（神戸大学 国際協力研究科）、
WOKADALA JAMES（神戸大学 国際協力研究科）、久
保 貴史（九州大学大学院）、佐藤 昌弘（神戸大学大学
院 国際協力研究科）、玉井 隆（東京大学大学院 総合
文化研究所）、本間 まり子（一橋大学 社会学研究科）、
小野 悠（東京大学） 
以上、21 名（正会員 10 名、学生会員 11 名）の入会が
第 56 回理事会（持ち回り）にて承認されました。 
【退会】（順不同・敬称略）2 名 
（正会員－2 名） 
角川 浩二、片岡享子 
以上、2 名（正会員 2 名、学生会員 0 名）の退会が、
第 56 回理事会（持ち回り）にて承認されました。 
【会費 3 年以上累積滞納による退会処分】 
（正会員－112 名） 
首藤久美子、蔵志勇、大里貴志、趙单洙、細野亜希子、
SakhornradPoonsri、佐藤富美子、王 博、千 龍範、西
村奈緒美、呉蓮煥、中野悠太、惣洞典明、須田健、土居
健市、伍卖、洞口夢生、松井泰之、柴土真季、田野、Suresh 
Moktan、AndreyKalugin、 
KelzangNima、Dinh Van HIEP、權田菜美、大森史子、
大井祥吾、藤岡 祐、"リカルド マルチン、VALL 
LUCAS、Zamroni、MD. Shamsuzzoha、Jil June Etpison、
Lizzie Chiwaula、Inkeo Duangchay、榎慎吾、寺田絵美、
山本紀子、Mohammad Affendyarip、大辻由起、雤貝哲雄、
五十嵐堅治、井口武夫、大竹泉、櫻井武司、宍戸駿太郎、
高木裕子、高塚年明、西川愛子、原島博、本間正人、丸
山亜紀、三浦照男、吉川智教、和田巌、稲岡恵美、井上
やよい、杉本孝、中本尚孝、浜田哲郎、山内富美、野呂
玲子、星野明彦、渡辺亜矢子、下野寿子、高田実、玉田
寛、中村芳治、渡辺学、天野尚子、山口裕未、宮川めぐ
み、左海徳郎、児玉光也、加藤聖子、岩瀬誠、与那嶺麻
香、宮入宜人、山田千晶、クントゥ－レイン、Waranya 
Atchariyachanvanich,助川眞人、小尾敏夫、長岡浩一、大
崎紗恵子、山田淳、中村英佑、安部竜一郎、坪井哲夫、
内藤順子、YUN SUNG WON、藍澤光晴、向井史郎、
川畑康治、小松原茂樹、Marco Kamiya、石井良、桑田稜
子、ARYAL NABIN、Keovongvichith Phetsathaphone、 
宮田尚亮、鈴木いづみ、ブストスナサリオ、Antonio  
DELA  ROSA、CharoenpornPeera、井草邦雄、KhanalKishor 
Chandra、小向絵理、清水和彦、菅野文美、鈴木大海、カ
ダルマント、劉 トン、菅野美佐子、長亜希子、渡邊真
紀子、岡野英之、藤澤有希子、隇元美穂子、高雅芸、桂
井太郎、小笠原暁、Pham Thi Thu Huong、变史阿倍、田
寺亜希子、矢野孝明、岸明子、Laura Alvarez、内田優也、
朝居八穂子、青竹俊英、明石秀親、福原由美、西田史、
近藤まり、大西啓一郎、クラークデニス、岩上香里、山
崎光弘、髭晃子、ｸﾘｽ・ｻﾘﾑ、井堂有子、浜名弘明、牧野
松代、小嶋雅彦、川畑友里江、城石幸博、眞田明子、松
本尚之、Sanjaya Acharya、MANNAN MD.ABOUL、田中
麻由、隅元美穂子 
（学生会員－41） 
首藤久美子、蔵志勇、大里貴志、趙单洙、細野亜希子、
SakhornradPoonsri、佐藤富美子、王 博、千 龍範、西
村奈緒美、呉蓮煥、中野悠太、惣洞典明、須田健、土居
健市、伍 卖、洞口夢生、松井泰之、柴土真季、田 野、
Suresh Moktan、AndreyKalugin、KelzangNima、Dinh Van 
HIEP、權田菜美、大森史子、大井祥吾、藤岡 祐、リカ
ルド マルチ、VALL LUCAS、Zamroni、MD.Shamsuzzoha、
Jil June Etpison、Lizzie Chiwaula、InkeoDuangchay、榎慎
吾、寺田絵美、山本紀子、Mohammad Affendyarip、大辻
由起、相原 洋子 
以上 153 名（正会員 115 名、学生会員 41 名）につき、
定款第 7 条（2）により、会費滞納累積 3 年以上のため、
退会処分とすることを第 56 回理事会（持ち回り）にて決
定しました。 
【会員数動向】＊2011 年 1 月 28 日現在、第 56 回理事会
－ 46 － 
（持ち回り）承認分を含む。 
会員数 1,755 名（正会員 1,381 名、学生会員 371 名、名
誉会員 3 名） 
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